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日本の共済事業　ファクトブック2025

日本共済協会では、共済についてのご理解を深めていただくため、「日本の共済事業 ファ
クトブック2025」を作成いたしました。

ファクトブックには、協同組合と共済について、協同組合が実施する共済事業の概況、
当協会および会員団体の概要と活動内容などを掲載しています。

事業の概況は、2025年12月に当協会が発信した「2026年版共済年鑑」のデータをもとに、
各種協同組合法にもとづき共済事業を実施しているおもな協同組合の2024年度の事業実績
をとりまとめたものです。

また、会員団体の概要・活動内容に関しては、当協会に加盟する17の会員団体について
ご紹介しています。

小誌が、共済、協同組合についてのご理解を深めていただく一助となれば幸いです。
共済事業をおこなう協同組合は、組合員の皆さまの要望に応じた保障を提供し、共済金

を迅速にお支払いするなど、組合員の立場に立った事業運営をすすめることを通じて、組
合員の負託に応え、社会的な役割と責任を果たしていくよう、これからも一層努力してま
いります。今後ともご理解とご支援を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

2025年12月
一般社団法人　日本共済協会
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Ⅰ
ⅠⅠ 協同組合と共済協同組合と共済

（1）協同組合とは
協同組合は、生活の改善を願う人々が自主的に集まり、共通の目的を達成するために組織される

営利を目的としないたすけあい・相互扶助の組織であり、職業、職場、地域などを範囲として、法
律に基づいて設立されています。

協同組合に加入したい人は、それぞれの団体の条件に応じて出資金を支払い、組合員になるこ
とができます。組合員は事業を利用できるとともに、運営にも自分の意見を反映させることがで
きます。人と人との協同を原点に、組合員のくらしを守り豊かにすることを目的に活動する組織
が協同組合です。

協同組合について定める代表的な法律として、事業の種類に従い、以下の4つの協同組合法が
ありますが、いずれの法律にも、制定趣旨と組合の目的が次のように定められています。

農業協同組合法
第1条�　この法律は、農業者の協同組織の発達を促進することにより、農業生産力の増進及び農業者の

経済的社会的地位の向上を図り、もって国民経済の発展に寄与することを目的とする。
第7条�　組合は、その行う事業によってその組合員及び会員のために最大の奉仕をすることを目的とす

る。

水産業協同組合法
第1条�　この法律は、漁民及び水産加工業者の協同組織の発達を促進し、もってその経済的社会的地位

の向上と水産業の生産力の増進とを図り、国民経済の発展を期することを目的とする。
第4条�　組合は、その行う事業によってその組合員又は会員のために直接の奉仕をすることを目的とす

る。

消費生活協同組合法
第1条�　この法律は、国民の自発的な生活協同組織の発達を図り、もって国民生活の安定と生活文化の

向上を期することを目的とする。
第9条�　組合は、その行う事業によって、その組合員及び会員〔略〕に最大の奉仕をすることを目的

とし、営利を目的としてその事業を行ってはならない。

中小企業等協同組合法
第1条�　この法律は、中小規模の商業、工業、鉱業、運送業、サービス業その他の事業を行う者、勤労

者その他の者が相互扶助の精神に基き協同して事業を行うために必要な組織について定め、これ
らの者の公正な経済活動の機会を確保し、もってその自主的な経済活動を促進し、且つ、その経
済的地位の向上を図ることを目的とする。

第5条1項1号　組合員又は会員〔略〕の相互扶助を目的とすること。
　　　2項�　組合は、その行う事業によってその組合員に直接の奉仕をすることを目的とし、特定の組

合員の利益のみを目的としてその事業を行ってはならない。

1 協同組合について
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【株式会社との違い】

株式会社は、社会の不特定多数の人々を対象に商品・サービスを提供することを通じて利益を
あげることを目的とした組織であり、人々が必要とする商品・サービスを生み出すことで、社会
に貢献しています。出資者である株主は、株式会社の利益の一部を配当として受けとる権利とと
もに、所有株式数に応じて与えられた議決権を株主総会で行使することにより、会社運営に参加
する権利を有しています。

一方、協同組合は、株式会社と異なり、事業を通じてあげた利益を出資者に配当することが目
的ではなく、協同組合の出資者である組合員に対して商品・サービスを提供することを通じて、
組合員に直接奉仕することを目的とした相互扶助の組織です。協同組合の事業や活動目的に賛同
した人は、組合員となり協同組合の事業の利用とともに、出資額に関わりなく一人1票の権利で
組合の運営に参加することができます。

協　同　組　合 株　式　会　社

目 的
組合員への商品・サービス等の提供を通じた
組合員利益の増進、協同組合の発達を通じた
国民経済の発展

社会への商品・サービス等の提供を通じた企
業利益の追求、株主への配当、企業価値の向
上

出 資 者 組合員 株　主

利 用 者 組合員 不特定

運営主体 組合員 株　主

運営方法 一人1票 一株1票

（2）協同組合のはじまり
世界の近代的な協同組合の起源は、1844年に始まっ

た「ロッチデール先駆者協同組合」といわれています。
労働者のいのちと暮らしを守ることを目的に、倫理性
を重視した経営が掲げられ、そこで定められた一人1
票、購買高に応じた剰余金の分配、市価・現金主義、
教育の促進などの運営原則（ロッチデール原則）は、
以後の協同組合運動に受け継がれています。

日本では、ドイツの協同組合に注目した明治政府が、
協同組合制度は国民の多数を占める農民の生活の安定
に寄与すると考え、1900年（明治33年）、産業組合
法を成立させました。産業組合法は日本初の協同組合法であり、加入・脱退の自由、一人1票といっ
た原則が盛り込まれていました。産業組合法が施行された1900年に設立認可された組合は23組
合※1 に過ぎませんでしたが、1935年（昭和10年）には、信用事業・販売事業・購買事業・利用
事業およびこれらの事業を兼営する組合数は15,000組合※2を超えるまでに拡大しました。しかし、
日中戦争が長引き、太平洋戦争が始まると、戦時統制色が強められ、産業組合も国家的統制機関
の一部として改組され、産業組合が有していた自主性・民主性は、ほとんど失われてしまいました。

戦後、1947年（昭和22年）から1949年（昭和24年）にかけて、事業の種類ごとに、4つの
協同組合法（農業協同組合法、水産業協同組合法、消費生活協同組合法、中小企業等協同組合法）

（写真：ロッチデール先駆者協同組合）
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Ⅰ
が新たに制定され、協同組合の法的な基礎が整備されたことに伴い、さまざまな事業分野にわたっ
て、各地に多くの協同組合が設立され、現在に至ります。
※1：産業組合史刊行会（1965）．産業組合発達史（第1巻）　pp.329-331
※2：産業組合史刊行会（1966）．産業組合発達史（第4巻）　pp.8-9

（3）日本の協同組合の現状
日本の協同組合にはさまざまな種類があり、私たちの暮らしの中で、あらゆる分野において事

業を営み、日々の生活を支えている身近な存在です。具体的には、農業・漁業等従事者のための
農業協同組合、漁業協同組合、森林組合、一般消費者のための生活協同組合、中小企業のための
事業協同組合に加え、金融業の協同組合といった性格を持つ信用金庫、信用組合、労働金庫など
があげられます。のべ1億835万人が協同組合の組合員として加入しており、その事業収益は27
兆6,000億円にもなります。

（4）協同組合間の連携
多様な協同組合が直面する様々な課題に、協同組合が連携強化して取り組み、地域で果たす役

割・機能の可能性を自ら広げていくため、日本の協同組合を代表・連携する組織として、2018年
4月に一般社団法人日本協同組合連携機構（Japan Co-operative Alliance、略称JCA）が設立さ
れました。

JCAは、協同組合の“持続可能な地域のよりよいくらし・仕事づくり”を目的とし、①協同組
合間連携の推進・支援、②協同組合に関する政策提言・広報、③協同組合に関する教育・研究の3
つの機能を備えています。

多様な協同組合の知見、情報、ネットワークを活かしながら、地域・都道府県・全国の各段階
における協同組合間連携の拡大をめざしており、現在、JA都道府県中央会、地域の各種協同組合
など550を超える団体がJCAに加盟しています。

（5）世界の協同組合と高まる期待
①世界の協同組合と国際協同組合同盟（ICA）

世界各国の農業、消費者、信用、保険、保健、漁業、林業、労働者、旅行、住宅、エネルギー
等あらゆる分野の協同組合の全国組織等が加盟しています。傘下の組合員は世界全体で10億人
に及びます。

世界の協同組合を代表し連携する組織として、1895年に国際協同組合同盟（International 
Co-operative Alliance、略称ICA）が設立されました。ICAは、世界各国に協同組合運動を広げ、
協同組合の価値・原則の普及と協同組合間の国際協力の促進、世界の平和と安全保障への貢献
等を目的として、情報発信、国際会議・セミナー等の開催、国連機関等への提言・意思反映活
動等に取り組んでいます。
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Ⅰ
②国連の「国際協同組合年（IYC）」宣言

国連では1957年より「国際年」を設け、共通する重要テーマについて、各国や世界全体が1
年間を通じて呼びかけや対策をおこなうよう取り組んでいます。

2009年12月 の 国 連 総 会 で、2012年 を 国 際 協 同 組 合 年（International Year of Co-
operatives=IYC）とすることが宣言されました。これは、協同組合がもたらす社会経済的発展
への貢献が国際的に認められた証で、特に貧困削減・仕事の創出・社会的統合に向けて協同組
合が果たす役割が着目されたものです。
「協同組合がよりよい社会を築きます」という世界共通のスローガンのもと、国内外で協同組

合の価値や協同組合が現代社会で果たす役割を広く知らせるなど、協同組合の発展に向けた取
り組みがおこなわれました。

また、2023年12月の国連総会で2025年を２回目の国際協同組合年とすることを宣言し、「協
同組合はよりよい世界を築きます」のテーマのもと、各国政府や協同組合関係者にこの機会を
活用することを呼びかけました。

日本では、2024年７月にIYC2025全国実行委員会を立ち上げ、持続可能で活力ある地域社
会の実現に資することをめざし、以下の活動を進めました。
ア．協同組合に対する理解を促進し、認知度を高めること
イ．協同組合の事業・活動・組織の充実を通じてSDGs 達成に貢献すること
ウ．地域課題解決のため協同組合間連携や様々な組織との連携を進めること
エ．国際機関や海外の協同組合とのつながりを強めること

③持続可能な開発目標（SDGs）と協同組合
2015年9月の第70回国連総会で採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」

では、17 の「持続可能な開発目標：SDGs（Sustainable Development Goals）」が定
められ、協同組合は「SDGs実現に向け役割を果たすべき民間のグループの一つ」として位置
づけられています。

協同組合の成り立ちや事業の目的などは、「誰一人取り残さない－No one will be left 
behind」というSDGsの理念と重なっており、国際協同組合同盟（ICA）も、全世界の協同組
合が総力を挙げて、SDGsの実現に向けて取り組むことを奨励しています。

④ユネスコ無形文化遺産への登録
2016年11月、国際連合教育科学文化機関（ユネスコ）は、ドイツの申請を受けて「共通の

利益の実現のために協同組合を組織するという思想と実践」を無形文化遺産として登録しまし
た。登録を決定した政府間委員会は、協同組合を「共通の利益と価値を通じてコミュニティづ
くりをおこなうことができる組織であり、雇用の創出や高齢者支援から都市の活性化や再生可
能エネルギープロジェクトまで、さまざまな社会的問題への創意工夫あふれる解決策を編み出
している」と評価しました。
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Ⅰ 2 共済について

（1）共済とは
共済は、営利を目的としないたすけあい・相互扶助の組織である協同組合が組合員のために提

供する保障のしくみです。生活を脅かす様々な危険に備えて、あらかじめお金を出し合って協同
の財産を準備し、不測の事故が生じた場合にお金を支払うことによって、加入者やその家族に生
じる経済的な損失を補い、生活の安定をはかることを目的としています。

組合員やその家族が病気にかかったとき、事故の損害を受けたとき、賠償責任を負ったときな
ど様々なリスクへの備えとして、おもに以下の種類の共済が組合員に提供されています。

保障対象 共済の種類 内　　容

ひ　と

生命共済
人の生命・身体に関する様々なリスク（死亡、後遺障害、病気、けが、介護な
ど）を保障する共済です。
生活資金や子どもの教育資金を準備できる共済もあります。

傷害共済 様々な事故による死亡やけがなどの保障をおこなう共済です。

年金共済
老後の生活安定のために資金を積み立て、一定の年齢から年金方式で共済金を
受け取れる共済です。

い　え 火災共済

建物や家財等が、火災や落雷、破裂・爆発などにより損害を受けた場合の保障
をおこなう共済です。
地震や風水雪害などの自然災害により損害を受けた場合の保障をおこなう共済
もあります。

くるま 自動車共済

自動車事故による相手方への賠償、加入者ご自身やご家族の搭乗中の傷害、ご
自身の車の損害などの保障をおこなう共済です。

「自動車損害賠償保障法」に基づき、すべての自動車（原動機付自転車を含む）
に加入が義務付けられている自動車損害賠償責任（自賠責）共済もあります。

【共済の特徴】
人々の暮らしの安心のために備えるという役割、事業の健全性確保に関する仕組みなどは保険

と同等ですが、相互扶助の保障制度として、「自分たちのリスクを皆で分担し合う」というたすけ
あいの価値を重視しています。

仕組みの面では、利用者を同じ職業や企業内に限ることでリスクを低減したり、幅広い年齢層
や幅広い地域をひとくくりにすることで掛金の差を小さくしたりするなど、様々な工夫をしてい
ます。なお、個人的な条件によってリスクの差が大きいと考えられる共済では、年齢、性別、自
動車事故の無事故期間などを反映する仕組みを取り入れることもあります。

また、組合員のための事業という性格上、組合員（准組合員や法で認められる範囲の員外利用
も含む）にならないと共済を利用できません。
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【適用される法律】

共済では、保険と同じ法律が適用される場面と異なる法律が適用される場面があります。
協同組合が組合員と締結する共済契約には、保険契約と同様、「保険法」という法律が適用され

ます。この法律には、契約時の告知、共済証書・保険証券の交付、共済（保険）金を支払わない
場合、共済（保険）金の支払期限、契約の解除など、組合・保険会社と加入者との間の権利義務
に関するルールが定められています。

協同組合が共済事業を実施できる根拠・条件、組合の組織・運営、行政庁による監督に関する
基本的なルールは各種協同組合法に定められています。一方、保険会社の場合、これに相当するルー
ルとして、「保険業法」と「会社法」という法律が適用されます。

【共済事業を実施するおもな協同組合】
現在、日本には、共済事業を実施する多くの協同組合が存在し、おもな協同組合は以下のとお

りです。協同組合の種類ごとに、農業協同組合法、水産業協同組合法、消費生活協同組合法、中
小企業等協同組合法のうち、いずれかの法律に基づき、共済事業を実施しています。

根拠法 根拠法の所管庁 協同組合名（緑色は、日本共済協会の会員）

農業協同組合法
農林水産省

農業協同組合※1、JA共済連

水産業協同組合法 漁業協同組合※1、JF共水連

消費生活協同組合法 厚生労働省

こくみん共済 coop ＜全労済＞、日本再共済連
コープ共済連、全国生協連
生協全共連、防生協、神奈川県民共済※1

全国電力生協連、全国交運共済生協
JP 共済生協、電通共済生協、森林労連共済
全たばこ生協、全水道共済、自治労共済
教職員共済、全特生協組合、全国酒販生協
全国たばこ販売生協、全国町村職員生協
都市生協、警生協、全日本消防人共済会

中小企業等協同組合法 経済産業省

火災共済協同組合※1、日火連
トラック交通共済協同組合※1、交協連※2

自動車共済協同組合※1、全自共
福祉共済協同組合※1、中済連※1

開業医共済※1

全米販※3、日本食品衛生共済協同組合※3

※1の監督は都道府県。※2は国土交通省、※3は農林水産省の監督。それ以外は根拠法の所管庁の監督。
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Ⅰ （２）共済の歴史
明治の時代、日本の世の中には生活に困窮した人々が多くなっていました。こうした社会的に

も経済的にも弱い人々に、「寄り添い」と「共生」の視点を持って、お互いに支えあう社会を作り
上げる取り組みが生まれました。

大正時代に入ると、産業組合による保険経営の思想が現れ始め、1924年（大正13年）の第20
回全国産業組合大会で公式の要望として「生命保険事業開始の件」が提案され、決議されました。
産業組合による保険については、賀川豊彦らが保険業法のなかで制度化すべきことを主張しまし
たが、保険業界を監督する大蔵省が不許可の方針であったこと、保険業界が産業組合の進出に強
く反対していたことなどにより、実現には至りませんでした。

そこで賀川豊彦らは保険会社の買収を企画し、その結果、1942年（昭和17年）に損保会社２
社を買収・合併し、現在の共栄火災海上保険が設立され、長年の念願であった産業組合による保
険進出が、損害保険の分野でようやく実現しました。

戦後に制定された各種協同組合法に「共済」に関する規定が盛り込まれ、1948年（昭和23年）
9月の北海道における協同組合による共済事業のスタートを皮切りに、各種協同組合共済事業の創
設が続き発展していきました。

【賀川豊彦】【1888年（明治21年）～1960年（昭和35年）】
賀川豊彦は、大正・昭和期の社会改良家、日本初のミリオ

ンセラー作家で、戦前のわが国における労働運動・農民運動
や生活協同組合運動において、重要な役割を担った人物です。

「一人は万人のために、万人は一人のために」という言葉に賛
同して、相互扶助にもとづく社会の実現を唱えました。「保険
は友愛的で社会性を帯びているものなのに、保険会社により資
本主義化してしまった。保険は、本質的に協同組合化されるべ
きである。」と主張して、保険業法のなかに「協同組合による
保険」の規定を設けるべく活動しました。

戦後、各種の協同組合法に根拠を得て、協同組合による共済
事業がスタートすると、全国各地を講演活動などに訪れ、共済
事業の普及拡大に尽力しました。 （写真：賀川豊彦）
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Ⅱ

ⅡⅡ 共済事業の概況共済事業の概況（（2024年度2024年度））

2023年度 2024年度 前年度比
組 合 員 数（万　人） 7,818 7,816 100.0％
契 約 件 数（万　件） 13,011 12,891 99.1％

共済金額〈契約額〉（億円） 7,879,941 7,757,755 98.4％
受入共済掛金（億　円） 61,760 61,362 99.4％
支 払 共 済 金（億　円） 46,104 45,024 97.7％
総 資 産（億　円） 675,368 664,896 98.4％

※1：契約件数、共済金額、受入共済掛金は保有契約実績です。
※2：共済金額〈契約額〉には、自動車共済・自賠責共済等の実績は含まれません。

（1）組合員数………7,816万人
前年度（2023 年度）と比較して、組合員数は 0.0%（2 万人）減少し、7,816 万人となりました。

（2）契約件数………1億2,891万件
前年度（2023年度）と比較して、契約件数は0.9%（121万件）減少し、1億2,891万件とな

りました。

●契約件数の推移	
20

21

22

23

24

（年度）

12,500 12,750 13,000

13,022

12,975

13,050

13,011

12,891

13,022

12,975

13,050

13,011

12,891

（万件）0

2024年度の共済事業の概況は以下のとおりです。この事業概況は、日本共済協会が発信してい
る「2026年版共済年鑑」（2024年度事業概況）のデータをもとに、各種協同組合法にもとづき
共済事業を実施するおもな協同組合（7ページ参照）の事業実績をとりまとめたものです。

1 共済事業の概況
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（3）共済金額………775兆7,755億円
前年度（2023年度）と比較して、共済金額は1.6%（12兆2,186億円）減少し、775兆7,755

億円となりました。
●共済金額の推移	

20

21

22

23

24

（年度）

（兆円）750 800 850

809

797
797

788

776

809

797
797

788

776

（4）受入共済掛金………6兆1,362億円
前年度（2023年度）と比較して、受入共済掛金は0.6%（398億円）減少し、6兆1,362億円

となりました。
●受入共済掛金の推移	

20

21

22

23

24

（年度）

0 50,000 60,000 70,000

68,181

68,107

59,660

61,760

61,362

68,181

68,107

59,660

61,760

61,362

（億円）

（5）支払共済金………4兆5,024億円
前年度（2023年度）と比較して、支払共済金は2.3%（1,081億円）減少し、4兆5,024億円

となりました。
●支払共済金の推移	

20

21

22

23

24

（年度）

35,000 45,000 55,0000 （億円）

48,147

47,745

43,343

46,104

45,024

48,147

47,745

43,343

46,104

45,024

（6）総資産………66兆4,896億円
前年度（2023 年度）と比較して、総資産は 1.6%（1 兆 472 億円）減少し、66 兆 4,896 億

円となりました。
●総資産の推移	

20

21

22

23

24

（年度）
668,655

671,640

664,612

675,368

664,896

668,655

671,640

664,612

675,368

664,896

（億円）600,000 650,000 700,0000
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2 共済種類別概況

（1）火災共済
前年度（2023年度）と比較して、契約件数は1.3%（28万件）減少し2,217万件、共済金額 

は0.3%（1兆430億円）減少し415兆6,048億円、受入共済掛金は1.3%（195億円） 減少し
１兆4,320億円、支払共済金は3.4%（412億円）増加し1兆2,475億円となりました。

◆　◆　◆　共済種類別実績推移表（火災共済）　◆　◆　◆

年度 契約件数
（万件）

共済金額
（億円）

受入
共済掛金
（億円）

支払
共済金

（億円）
前年度比
（％）

前年度比
（％）

前年度比
（％）

前年度比
（％）

2020 2,360 98.2 4,248,018 99.8 18,469 98.2 16,843 99.0

2021 2,311 97.9 4,224,469 99.4 17,593 95.3 17,664 104.9

2022 2,279 98.6 4,205,779 99.6 14,590 82.9 11,255 63.7

2023 2,245 98.5 4,166,477 99.1 14,515 99.5 12,063 107.2

2024 2,217 98.7 4,156,048 99.7 14,320 98.7 12,475 103.4

（2）生命共済
前年度（2023年度）と比較して、契約件数は1.1%（66万件）減少し6,017万件、共済金額

は3.5%（10兆4,197億円）減少し288兆4,497億円、受入共済掛金は1.5%（480億円）増
加し3兆3,462億円、支払共済金は7.5%（1,707億円）減少し2兆975億円となりました。

◆　◆　◆　共済種類別実績推移表（生命共済）　◆　◆　◆

年度 契約件数
（万件）

共済金額
（億円）

受入
共済掛金
（億円）

支払
共済金

（億円）
前年度比
（%）

前年度比
（%）

前年度比
（%）

前年度比
（%）

2020 6,136 100.5 3,196,434 98.1 35,401 107.0 19,970 89.6

2021 6,142 100.1 3,114,046 97.4 35,940 101.5 18,961 94.9

2022 6,160 100.3 3,093,544 99.3 30,643 85.3 20,893 110.2

2023 6,083 98.7 2,988,695 96.6 32,982 107.6 22,682 108.6

2024 6,017 98.9 2,884,497 96.5 33,462 101.5 20,975 92.5
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（3）傷害共済
前年度（2023年度）と比較して、契約件数は1.2%（24万件）減少し1,965万件、共済金額

は1.5%（6,229億円）減少し40兆5,564億円、受入共済掛金は3.3%（19億円）減少し544
億円、支払共済金は3.3%（9億円）減少し256億円となりました。

◆　◆　◆　共済種類別実績推移表（傷害共済）　◆　◆　◆

年度 契約件数
（万件）

共済金額
（億円）

受入
共済掛金
（億円）

支払
共済金

（億円）
前年度比
（%）

前年度比
（%）

前年度比
（%）

前年度比
（%）

2020 1,776 77.0 312,624 51.5 607 98.2 311 88.8

2021 1,794 101.0 314,423 100.6 593 97.8 284 91.3

2022 1,893 105.5 360,051 114.5 581 97.9 275 96.8

2023 1,989 105.1 411,794 114.4 563 97.0 265 96.6

2024 1,965 98.8 405,564 98.5 544 96.7 256 96.7

（4）自動車共済（自賠責共済を含む）
前年度（2023年度）と比較して、契約件数は0.5%（8万件）増加し1,631万件、受入共済掛

金は1.3％（75億円）増加し5,694億円、支払共済金は6.4％（209億円）増加し3,453億円と
なりました。

◆　◆　◆　共済種類別実績推移表（自動車共済）　◆　◆　◆

年度 契約件数
（万件）

受入
共済掛金
（億円）

支払
共済金

（億円）
前年度比
（%）

前年度比
（%）

前年度比
（%）

2020 1,627 100.7 5,841 98.4 2,904 89.3

2021 1,622 99.7 5,743 98.3 2,828 97.4

2022 1,625 100.2 5,693 99.1 2,988 105.7

2023 1,623 99.8 5,619 98.7 3,244 108.5

2024 1,631 100.5 5,694 101.3 3,453 106.4
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（5）年金共済
前年度（2023年度）と比較して、契約件数は2.6%（13万件）減少し490万件、受入共済掛

金は9.4%（732億円）減少し7,097億円、支払共済金は0.4%（28億円）増加し7,734億円
となりました。

◆　◆　◆　共済種類別実績推移表（年金共済）　◆　◆　◆

年度 契約件数
（万件）

受入
共済掛金
（億円）

支払
共済金

（億円）
前年度比
（%）

前年度比
（%）

前年度比
（%）

2020 523 103.5 7,603 119.0 7,973 97.2

2021 519 99.1 7,980 105.0 7,862 98.6

2022 514 99.0 7,901 99.0 7,773 98.9

2023 504 98.0 7,829 99.1 7,705 99.1

2024 490 97.4 7,097 90.6 7,734 100.4
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ⅢⅢ 日本共済協会日本共済協会

1 協会とは
日本共済協会は、共済事業をおこなう会員団体

相互間の連携を促進し、協同組合と共済事業の発
展を図ることを目的に設立された一般社団法人で
す。協会では、協同組合・共済事業等に関する調
査・研究活動、会員団体の人材育成支援、広報に
関する活動、『Web 共済と保険』の発信、共済相
談所業務を柱として事業に取り組んでいます。

2 協会の目的
協会は、協同組合がおこなう共済事業の健全な

発展を図り、もって地域社会における農林漁業者、
勤労者、中小企業者などの生活安定および福祉の
向上に貢献することを目的としています。

x3 協会のあゆみ
戦後、数多くの共済団体が生まれ、発展してき

ました。共済は着実に助け合いの輪を広げ、数多
くの組合員の生活を支える存在として、社会的に
認知・注目される存在になり、事業の理念や基盤
を同じくする協同組合共済の連携や交流を深める
とともに、共通する課題に対応するための意思結
集をおこなう場が求められるようになりました。

こうした状況を踏まえ、1992年4月、協同組
合共済団体間の連携と協調を促進する場として、 
社団法人日本共済協会が7つの共済団体の結集
のもと発足しました。

発足後、日本共済協会は、共済団体間の交流、
会員団体共通の課題に対応するための調査・研
究活動、研修事業、出版事業、講演会・セミナー

の開催、共済理論研究会の運営などの活動をす
すめてきました。

2003年、共済契約者等の苦情・紛争解決支
援のための中立・公正な第三者機関として共済
相談所を開設し、2010年にADR促進法にもと
づく法務大臣認証機関となりました。

2011年、事業環境の変化や法令等の改正に適
切に対応するため、「日本共済協会のあり方」 が
取りまとめられ、協会は「協同組合共済の連携
強化を図っていく組織」として、事業活動の重点
を「会員のための共益活動におきつつ、必要に
応じて共済事業の社会的理解を促進する公益活
動をおこなう」こととしました。

2013年4月、公益法人制度改革への対応とし
て一般社団法人へ移行し、現在に至っています。

4 協会の会員団体
協会の会員団体は、正会員12団体、第Ⅰ種賛

助会員1団体、第Ⅱ種賛助会員4団体で構成さ
れており、会員の種別は以下のとおり定義されて
います。
■正 会 員

法律により設立された共済事業をおこなう
協同組合であって、全国の区域をその地区と
する団体および それに準ずる団体

■第Ⅰ種賛助会員
法律により設立された共済事業をおこなう

協同組織体であって、全国の区域をその地区
とする団体

■第Ⅱ種賛助会員 
法律により設立された共済事業をおこなう

協同組織体

会員種別 団　体　名

正会員

JA共済連（全国共済農業協同組合連合会）
JF共水連（全国共済水産業協同組合連合会）
こくみん共済 coop （全国労働者共済生活協同組合連合会）
日本再共済連（日本再共済生活協同組合連合会）
コープ共済連（日本コープ共済生活協同組合連合会）
全国生協連（全国生活協同組合連合会）

生協全共連（全国共済生活協同組合連合会）
日火連（全日本火災共済協同組合連合会）
交協連（全国トラック交通共済協同組合連合会）
全自共（全国自動車共済協同組合連合会）
全労済協会（一般財団法人 全国勤労者福祉・共済振興協会）
共栄火災（共栄火災海上保険株式会社）

第Ⅰ種賛助会員 NOSAI協会（公益社団法人 全国農業共済協会）

第Ⅱ種賛助会員 防生協（防衛省職員生活協同組合）
神奈川県民共済（神奈川県民共済生活協同組合）

中済連（中小企業福祉共済協同組合連合会）
開業医共済（開業医共済協同組合）
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5 協会の組織機構

総　務　部 企　画　部 調査研究部

基本政策委員会
〈基本政策委員会小委員会〉
•生活協同組合委員会
•中小企業等協同組合委員会

〈特定課題検討会〉

総　　会

共済相談所

共済相談所審査委員会

業務活動委員会

共済と保険企画室

監　　事

事務局

理 事 会
会 長
副 会 長
専 務 理 事
常 務 理 事

6 協会のおもな活動

 11 調査・研究活動
·法改正など、会員団体共通の課題に対応する

ための調査・研究、意見表明
·協同組合・共済の研究者・実務者による共済

理論研究（「共済理論研究会」など）
·共済・保険業界の動向の把握と情報交換
·共済事業に影響を及ぼす国内外の課題をテー

マとする会員団体役職員を対象とする研究会
の開催

 22 教育・研修活動
·会員団体等の共済団体役職員のスキル向上と

情報提供のための研修会の開催
·会員団体がおこなう研修会等への支援

 33 相談活動
·会員団体の共済事業に関する相談・苦情への

電話による対応業務
・「裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する

法律」（ADR促進法）にもとづく法務大臣の
認証を受けた「共済相談所」における紛争解
決支援業務

 44 広報・出版
·「日本の共済事業　ファクトブック」の発行
·Web版「共済年鑑」の発信
·協同組合・共済事業についての認知度向上を

図るとともに、様々な社会問題を考えていく
ことを目的とした「日本共済協会セミナー」
の開催

 55『Web 共済と保険』
·�共済の実務に関する知識、共済、協同組合に
関する研究成果、共済・保険業界の動向など
の情報発信

 66 連携促進
·会員団体間の協力と連携の促進
·日本協同組合連携機構（JCA）への参画を通

じた国内の協同組合との連携
·共済関連団体等との連携

 77 国際活動
·国際協同組合同盟（ICA）や国際協同組合保

険連合（ICMIF）など海外の協同組合・共済
団体等との連携

·海外の共済・保険をとりまく環境変化などに
ついての調査・研究

·海外への情報発信
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「日本共済協会セミナー」の開催
日本共済協会では、協同組合・共済事業につい

ての認知度向上を図るとともに、様々な社会問題
を考えていくことを目的として、「日本共済協会
セミナー」を開催しています。

2024年 度 は、「IYC2025の 意 義 」「ICMIFの
グローバルな視点から見た現代の協同組合保険組
織」をテーマに、日本協同組合連携機構（JCA）
代表理事専務　比嘉 政浩氏、国際協同組合保険
連合（ICMIF）CEO　リズ・グリーン氏、ICMIF
チーフ・メンバーシップ・オフィサー　ベン・テ
ルファー氏にご講演いただき、会員団体の役職
員をはじめ、一般参加者、マスコミ関係者など、
400名近い方々に会場・オンライン参加していた
だきました。

「共済と保険」の発行等
「共済と保険」は、共済の実務に関する知識、共済・協同組合に関する研究成果、共済・保

険業界の動向など、みなさまに役立つ最新の情報をお届けしています。
2025年4月からは、『Web 共済と保険』としてリニューアルし、日本共済協会ホームペー

ジに公開しています。
また、おもな共済団体等の協力を得て作成した「共済年鑑」も、

2026年版（2024年度事業概況）よりホームページにて公開して
います。

『Web 共済と保険』

「共済理論研究会」の開催
共済理論研究会は、「共済団体連絡協議会」（JA 共済連・こくみん共済 coop・JF共水連・

共済保険研究会の4団体）の活動の一環として1989年に発足し、5名の研究者と共済団体連
絡協議会の関係者が「共済の本質」を研究・討議していました。

活動内容を紹介いたしますクローズ
　  アップ

リズ・グリーン氏／比嘉 政浩氏

2024年度 日本共済協会セミナー

共済年鑑
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その後、1992年の日本共済協会の発足時には、協会から付託された「共済事業にかかわる
基礎的な理論、法制のあり方等の研究」をおこなう研究会となりました。これ以降、研究を積
み重ね、共済に関する理論・法制等の研究に大きな役割を果たしてきました。

現在、共済理論研究会は、幅広い分野の研究者に会員団体を加え、環境変化に対応して、よ
り実践的な課題をテーマとして研究を深化させています。

2024年度は、「健康経営推進のために共済組合が果たすべき役割―保険会社の取組みを
とおした考察―」「韓国における農協保険・共済事業をめぐる動向」「2025国際協同組合年

（IYC2025）の意義と協同組合発展の可能性 ―ロッチデール以来の歩みから考える―」を報告
テーマとして3回開催しました。

「共済団体職員研修会」の開催
共済団体の人材育成支援として、共済実務に関する基礎的なスキルの向上を目的に、「共済団

体職員研修会」を開催しています。
2024年度は、「共済基礎」「経理」「生命共済支払査定」「火災共済支払査定（基礎）」「火災

共済支払査定（ステップアップ）」の各研修会を会員団体の協力を得て開催しました。

「業務研究会」の開催
業務研究会は、共済事業の運営に資することを目的として、会員団体の関心が高く、共済事

業に影響を与える可能性のある国内外の課題をとりあげ、会員団体の役職員を対象に開催して
います。

2024年度は、「2023年度決算にみる生損保経営の現状と課題」「2030年の保険・共済ビジ
ネス～ヘルスケアについて～」「共済業界におけるDXの進め方 〜契約者への対応力強化に向
けて〜」「経済価値ベースのソルベンシー規制（ESR規制）の保険業界への導入について」を
テーマに4回開催しました。

災害時共済契約照会制度
日本共済協会は、災害救助法が適用された地域で、家屋等の流出・焼失等または契約者の死

亡・行方不明等により、共済団体（JA共済連、こくみん共済 coop 、コープ共済連、都道府県
民共済グループ）との共済契約に関する手掛かりを失った被災者等からの共済契約の有無のご
照会に応じる制度（災害時共済契約照会制度）を、2015年9月1日より実施しています。

ホームページによる情報発信
共済や協会についての認知度向上と理解促進を図るため、協同組合・共済や協会の事業活動

等について、ホームページ、ニュースリリースを通して広く社会一般に情報発信をおこなうと
ともに、会員団体には会員専用ページを活用して、業務研究会の動画配信、
会員向けの取り組みや協会の情報などを発信しています。

3分でわかる！
共済＆リスク予防
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共済相談所の活動
日本共済協会は、2003年7月、司法制度改革や消費者保

護の社会的な要請の高まり等を受け、共済契約者等の苦情・
紛争解決支援をおこなう中立・公正な第三者機関として「共
済相談所」を設立しました。	

その後、2010年1月に「裁判外紛争解決手続の利用の促
進に関する法律」（ADR促進法）にもとづく法務大臣の認
証を取得しました。

共済相談所では、会員団体の共済事業に関する相談・苦
情への電話対応業務ならびにADR認証機関として弁護士
等により構成された審査委員会において紛争解決支援業務

（ADR）を実施しています。

１．相談・苦情の状況
⑴　受付の状況

2024年度の相談・苦情件数は2,645件（前年度2,718件、対前年比97.3％）となり、
前年度より減少しました。

内訳は、相談件数が1,045件（前年度1,219件、対前年比85.7％）、苦情件数は1,600
件（前年度1,499件、対前年比106.7％）となっており、前年度と比べて、相談件数は
174件の減少、苦情件数は101件の増加となりました。

　　■相談・苦情件数の推移

0

500

1000

1500

2000

2024 年度2023年度2022年度2021年度2020年度

相談
苦情

1,005

1,485

1,143

1,594

1,219

1,499

1,045

1,600

950

1,587

⑵　共済相談所における対応状況
共済相談所に寄せられた相談・苦情2,645件のうち、1,146件（占率43.3％）につい

ては、一般的な共済・保険のしくみや事務処理方法を説明すること等で理解が得られ、解
決がはかれました。

1,160件（占率43.9％）については、会員団体に確認すべき事項のアドバイス等をお
こない、会員団体の対応窓口を案内しました。

136件（占率5.1％）については、会員団体に対して苦情解決を依頼しました。
50件（占率1.9％）については、申出者と会員団体との間での苦情解決が困難であるこ

とから、紛争解決手続きを案内しました。

共済相談所のご案内
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■共済相談所での対応状況

対 応 結 果 相　談 苦　情 合　計
件　数 占　率 件　数 占　率 件　数 占　率

共済相談所で解決 465 44.5% 681 42.6% 1,146 43.3%
会員の対応窓口を案内 523 50.0% 637 39.8% 1,160 43.9%
会員へ苦情解決を依頼 0 0.0% 136 8.5% 136 5.1%
紛争解決手続きを案内 - - 50 3.1% 50 1.9%
会員以外の窓口を案内※ 57 5.5% 96 6.0% 153 5.8%

計 1,045 - 1,600 - 2,645 -
　　※�会員以外の窓口：自動車事故賠償に関する紛争解決機関（日弁連交通事故相談センター、交通事故紛争処理センター）等

２．紛争解決支援の状況
共済相談所に苦情の申出があり、当該団体への苦情解決依頼にもかかわらず、当事者間で

問題が解決しない場合は、中立・公正な第三者である弁護士・消費生活相談員・学識経験者
で構成された審査委員会に紛争解決（裁定あるいは仲裁）を申し立てることができます（た
だし、紛争解決支援の利用契約を締結している共済団体（３．共済相談所を利用できる会員
団体一覧参照）の契約関係者に限ります）。

審査委員会は、裁定手続規則等に基づき裁定審議開始の適格性を審査し、不受理事項（事
実認定が著しく困難な場合など）に該当しない場合は申立を受理します。

審議開始にあたり、受理案件ごとに審査委員３名による審議会を設置します。審議会では
当事者双方の主張内容を審議し、裁定書または和解による紛争解決をおこないます。

　　■審議申立件数の推移
申立件数 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度
裁　定 22 11 14 8 23
仲　裁 0 0 0 0 0

計 22 11 14 8 23

３．共済相談所を利用できる会員団体一覧

共  済  団  体  名
共済相談所の対応内容

相 談・苦 情 紛争解決支援
（ADR）

JA共済連（全国共済農業協同組合連合会） ○ ○
JF共水連（全国共済水産業協同組合連合会） ○ ○
こくみん共済 coop（全国労働者共済生活協同組合連合会） ○ ○
コープ共済連（日本コープ共済生活協同組合連合会） ○ ○
日　火　連（全日本火災共済協同組合連合会） ○ ○
交　協　連（全国トラック交通共済協同組合連合会） ○ ○
全　自　共（全国自動車共済協同組合連合会） ○ ○
全国生協連（全国生活協同組合連合会） ○ ―
生協全共連（全国共済生活協同組合連合会） ○ ―

※「紛争解決手続（ADR）」欄が「―」の会員団体は、紛争解決手続（ADR）の利用ができない。



20

協
同
組
合
と
共
済

Ⅰ

共
済
事
業
の
概
況

（
2
0
2
4
年
度
）

Ⅱ

日
本
共
済
協
会

Ⅲ

会
員
団
体

Ⅳ

資
　
料

Ⅴ

会
員
団
体

Ⅳ

1 会員団体一覧

JA共済連　全国共済農業協同組合連合会

所 在 地 〒102-8630 東京都千代田区平河町2－7－9　JA共済ビル
☎03-5215-9100（https://www.ja-kyosai.or.jp/）

根 拠 法 農業協同組合法

所　　管 農林水産省

設 立 ・1951年（昭和26年）に全国共済農業協同組合連合会設立。
・2000年（平成12年）に全国47都道府県に設立されていた都道府県共済農業協同組合連合会と全国共

済農業協同組合連合会とが統合し、47の都道府県本部と全国本部（東京）から構成される組織となった。

事業内容 ・全国のJA（農業協同組合）とJA共済連が一体となって共済事業を運営している。
・JA共済連では、各種の企画、仕組開発、資産運用業務や支払共済金にかかる準備金の積み立てなどを

おこなっている。

取扱共済 ・終身共済
・定期生命共済（逓減期

間設定型）
・がん共済
・特定重度疾病共済
・自動車共済
・農業者賠償責任共済
・退職年金共済

・一時払終身共済
・養老生命共済
・予定利率変動型年金共済
・介護共済
・認知症共済
・自賠責共済
・ボランティア活動共済
・国民年金基金共済

・引受緩和型終身共済
・一時払養老生命共済
・医療共済
・一時払介護共済
・建物更生共済
・傷害共済
・団体定期生命共済
・確定拠出年金共済

・定期生命共済
・こども共済
・引受緩和型医療共済
・生活障害共済
・火災共済
・賠償責任共済
・団体建物火災共済
・財産形成貯蓄共済　ほか

特　　徴 ・全国のJAは、営農指導事業、販売・購買事業、信用事業等を総合的に実施しており、共済事業はその
ひとつである。

・「相互扶助（助け合い）」の事業理念にもとづき、組合員・利用者の生活全般にわたる保障（ひと・いえ・
くるまの総合保障）をおこなっている。

・JAとJA共済連が共同で共済契約を締結し、それぞれの役割を担いながら、一体的に保障を提供している。

正会員

ⅣⅣ 会 員 団 体会 員 団 体
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JF共水連　全国共済水産業協同組合連合会

所 在 地 〒101-0052 東京都千代田区神田小川町2－3－6　神田小川町2丁目ビル
☎03-3294-9641（https://www.kyosuiren.or.jp/）

根 拠 法 水産業協同組合法

所　　管 農林水産省

設 立 ・1951年（昭和26年）全国水産業協同組合共済会（全水共）が共済事業を開始。
・2008年（平成20年）水産業協同組合法の改正により、JF（漁業協同組合）・水産加工業協同組合と

JF共水連が共同で共済契約を引き受けることとなった。

事業内容 ・全国のJF（漁業協同組合）とJF共水連が一体となって共済事業を運営している。
・JF共水連は、各事業種類の開発、普及推進企画、契約保全、資金運用などをおこなっている。

取扱共済 ・普通厚生共済
（終身共済、養老共済、一時払養老共済、こども共済、特別共済、医療共済、介護共済、一時払介護共済）
・生活総合共済	 ・漁業者老齢福祉共済	 ・火災共済
・乗組員厚生共済	 ・団体信用厚生共済	 ・国民年金基金共済

特　　徴 ・JF共水連は、全国のJF、漁業生産組合、水産加工業協同組合およびこれらの連合会等を会員とし、そ
れぞれが出資して共済事業をおこなう唯一の連合会として設立された。JF等と共同して共済契約を引
き受けており、JF等とJF共水連が、それぞれの役割を持って一体的に共済事業を運営している。

・JF共済は、JFの主要事業として、漁業者の「暮らしの保障」に万全を期すことを通じて、美しい海と漁
業を守り、豊かに安心して暮らすことのできる魅力ある漁村・地域づくりに貢献することをめざしている。

こくみん共済 coop　全国労働者共済生活協同組合連合会

所 在 地 〒151-8571 東京都渋谷区代々木2－12－10 
☎03-3299-0161（https://www.zenrosai.coop/）

根 拠 法 消費生活協同組合法

所　　管 厚生労働省

設 立 ・1954年（昭和29年）大阪において最初の労働者共済生協を設立。以後、各都道府県に「労済」が設
立された。

・1957年（昭和32年）事業を開始していた18都道府県労済が結集し、中央組織として「全国労働者
共済生活協同組合連合会」（略称：労済連）が創立された。

・1976年（昭和51年）全国統合が実現し、運動方針、共済事業、損益会計、機関・事務局運営の一本
化を図り、略称も「労済連」から「全労済」に改めた。

・2019年（令和元年）6月、創立60周年を節目にさらに多くの方々に親しんでいただき、愛される存
在となるため、愛称「こくみん共済 coop」を定めた。

事業内容 ・各種の共済事業および会員に対する指導・連絡・調整等。

取扱共済 ・こくみん共済	 ・交通災害共済	 ・総合医療共済	 ・せいめい共済
・ねんきん共済	 ・団体生命共済	 ・新離退職者団体生命共済
・慶弔共済	 ・新団体年金共済	 ・住まいる共済（火災共済・自然災害共済）
・エコ住宅専用住まいる共済	 ・ろうきんローン専用住まいる共済	
・マイカー共済	 ・自賠責共済	 ・個人賠償責任共済

特　　徴 ・こくみん共済 coop は、都道府県の区域ごとに設立された地域の労働者を主体とする共済生協47会員、
都道府県の区域を越えて設立された職域による労働者を主体とする共済生協8会員、生協連合会3会員
の計58会員によって構成される連合会である。

・こくみん共済 coop は、労働者自主福祉運動を担う生活協同組合として、共済事業を核に、職域のみな
らず地域の勤労者・生活者にも、たすけあいの輪をむすび、理念である「みんなでたすけあい、豊かで
安心できる社会づくり」の実現をめざしている。
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日本再共済連　日本再共済生活協同組合連合会

所 在 地 〒151-8531 東京都渋谷区代々木2－12－10
☎03-3320-1711（https://www.saikyosairen.or.jp/）

根 拠 法 消費生活協同組合法

所　　管 厚生労働省

設 立 ・1975 年（昭和50年）国労、全逓、電通、全林野、全専売の共済生協が「単産共済連合会（全国単産
労働者共済生活協同組合連合会）」を組織し、自動車共済事業を開始。

・1980 年（昭和55年）全労済、自治労共済、日教済などが参加し、「自動車共済連（全国労働者自動
車共済生活協同組合連合会）」を結成。

・1987年（昭和62年）自動車共済連を改組し、「全労済再共済連（全国労働者共済生活協同組合再共
済連合会）」を設立。

・2004年（平成16年）自動車共済事業を全労済へ統合。
・2006年（平成18年）全労済再共済連から日本再共済連へ名称変更。

事業内容 ・共済事業団体の再共済センターとして再共済事業を実施。

取扱共済 ・火災共済再共済	 ・自然災害共済再共済	 ・生命共済再共済
・交通災害共済再共済	 ・総合共済再共済	 ・自動車共済再共済
・自賠責共済再共済

特　　徴 ・日本再共済連は、国内唯一の「再共済事業専門団体」として、再共済事業を通じて「元受会員の経営
安定と事業の健全な発展」に寄与するとともに、「会員および共済協同組合の連携強化」「元受の支援
機能」の役割を果たしている。

コープ共済連　日本コープ共済生活協同組合連合会

所 在 地 〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷4−1−13　コープ共済プラザ
☎03-6836-1300（https://coopkyosai.coop/）

根 拠 法 消費生活協同組合法

所　　管 厚生労働省

設 立 ・1951年（昭和26年）日本生協連を設立。		
・1984年（昭和59年）元受共済事業を開始。		
・2008年（平成20年）共済事業の専業の連合会として設立。		
・2009年（平成21年）コープ共済連としての事業を開始。

事業内容 ・共済事業および会員生協の指導･連絡･調整、ライフプランニング活動の推進。

取扱共済 ・CO･OP共済《たすけあい》	 ・CO･OP共済《あいぷらす》	 ・CO･OP共済《ずっとあい》
・CO･OP学生総合共済	 ・CO･OP生命共済《新あいあい》
・CO･OP火災共済	 ・マイカー共済

特　　徴 ・日本コープ共済生活協同組合連合会（コープ共済連）は、CO･OP共済を取り扱う生協と日本生活協同
組合連合会（日本生協連）が共同で設立した共済事業だけを専門におこなう生協連合会。

・購買事業の生協運動と連動した共済の普及推進に取り組んでおり、着実な実績拡大が見られる。生協の
共済としての発展・拡大が注目されている。
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全国生協連　全国生活協同組合連合会

所 在 地 〒330-8708 埼玉県さいたま市大宮区大門町2－118　大宮門街SQUARE14階
☎048-633-6200（https://www.kyosai-cc.or.jp/）

根 拠 法 消費生活協同組合法

所　　管 厚生労働省

設 立 ・1971年（昭和46年）首都圏生活協同組合連合会として設立。
・1981年（昭和56年）名称を「全国生活協同組合連合会」に変更。
・1982年（昭和57年）「生命共済（県民共済）事業」開始。
・1985年（昭和60年）「新型火災共済（風水害保障付）事業」開始。

事業内容 ・共済事業および会員生協に対する指導・連絡・調整。

取扱共済 ・生命共済「こども型」、「総合保障型」、「入院保障型」、「生命共済６型」、「熟年型」、「熟年入院型」
・火災共済「新型火災共済」
・傷害共済「傷害保障型共済」

特　　徴 ・1973年に埼玉で誕生した“県民共済”制度を全国展開。現在では、都道府県民共済グループとして県
民共済をはじめ、都民共済（東京）、道民共済（北海道）、府民共済（京都・大阪）、全国共済（神奈川）
を含め全47の都道府県で実施している。

生協全共連　全国共済生活協同組合連合会

所 在 地 〒532-0003 大阪府大阪市淀川区宮原3−4−30　ニッセイ新大阪ビル14階
☎06-6350-0033（https://www.zenkyoren.or.jp/）

根 拠 法 消費生活協同組合法

所　　管 厚生労働省

設 立 ・1956年（昭和31年）設立。

事業内容 ・火災共済事業および火災共済・交通災害共済にかかる再共済事業。

取扱共済 ・火災共済	 ・火災再共済	 ・交通再共済

特　　徴 ・地域住民に密着した共済事業をおこなっている団体が、全国的に連携し、共済事業の発展充実をめざし
ている。
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日火連　全日本火災共済協同組合連合会

所 在 地 〒103-0007 東京都中央区日本橋浜町2－11－2　日本橋中央ビル
☎03-3667-5111（https://www.nikkaren.or.jp/）

根 拠 法 中小企業等協同組合法

所　　管 経済産業省

設 立 ・1960年（昭和35年）設立。
・2014年（平成26年）全国中小企業共済協同組合連合会を吸収合併。

事業内容 ・会員と連帯しておこなう火災共済契約にかかる共済責任の負担。
・会員が共済事業をおこなうことによって負う共済責任の再共済。
・会員の組合員のためにする元受共済。

取扱共済 ・火災共済	 ・休業対応応援共済	 ・自動車共済
・医療総合保障共済	 ・傷害総合保障共済	 ・労働災害補償共済
・生命傷害共済	 ・自動車事故費用共済	 ・所得補償共済
・休業補償共済	 ・中小企業者総合賠償責任共済

特　　徴 ・中小企業者が、火災などの不慮の災害に対する自衛措置として、互いに協力し合い、組織の力をもって
解決をはかろうという、中小企業者の要望にもとづいて結成された共済協同組合の一つ。

・募集活動は、協同組合、商工会、商工会議所、商工組合等の中小企業団体と代理所委託契約を結び、そ
の組織を通じて組織的募集活動をおこなっている。

・住宅、普通物件を補償対象とした「地震危険補償特約」を令和2年1月に新設し、「休業対応応援共済」
の推進等、「補償」という観点から中小企業者等の事業継続支援に取り組んでいる。

交協連　全国トラック交通共済協同組合連合会

所 在 地 〒160-0004 東京都新宿区四谷3−1−8　東京都トラック総合会館
☎03-3341-6271（https://kokyoren.or.jp）

根 拠 法 中小企業等協同組合法

所　　管 国土交通省

設 立 ・1972年（昭和47年）設立。

事業内容 ・再共済事業および会員組合に対する指導・調整・連絡、会員および組合員が従業員の労働災害に起因
して被る損害の共済事業等。

取扱共済 ・対人共済	 ・対物共済	 ・車両共済
・搭乗者共済	 ・労働災害補償共済	 ・自賠責共済

特　　徴 ・トラック運送事業は、陸上輸送の主力として戦後の経済発展に大きく貢献してきた。しかし、交通事故
の多発現象が社会問題化し、1960年（昭和35年）頃よりダンプカーなどが「走る凶器」として指弾
され始め、損保業界においてはトラック全般にわたって保険料の割増や、契約拒否の例まで見るに至っ
た。		

・1970年（昭和45年）以降、各地にトラック交通共済協同組合が設立され、交通事故に対処するため
の共済事業が広がった。交協連は、トラック輸送業界の共済として、その特色がある。

・共済事業とともに、交通事故防止の取り組みも積極的に展開しており、安全運転講習会の開催は年間約
2,500回に達している。
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全自共　全国自動車共済協同組合連合会

所 在 地 〒162-0844 東京都新宿区市谷八幡町14　市ヶ谷中央ビル
☎03-3267-1911（https://www.zenjikyo.or.jp/）

根 拠 法 中小企業等協同組合法

所　　管 経済産業省

設 立 ・1975年（昭和50年）設立。

事業内容 ・会員組合のおこなう自動車共済および自賠責共済の再共済事業。会員組合に対する指導・連絡・調整。
会員組合に対する事業資金の貸付および会員組合のためにする資金の借入等。自動車共済共同元受事
業。

取扱共済 ・自動車共済再共済　　　・自賠責共済再共済　　　・自動車共済

特　　徴 ・相互扶助の精神にもとづいて、中小企業者などが保有する自動車の所有、使用または管理に起因して発
生する事故に対する経済的損失を補てんすることを目的として、会員組合による自動車共済事業がおこ
なわれている。全自共は、会員組合がおこなう事業によって負う共済責任の分散と、共済金の支払に万
全を期すため、再共済事業をおこなっている。

全労済協会　一般財団法人  全国勤労者福祉・共済振興協会

所 在 地 〒151-0053 東京都渋谷区代々木2－11－17　ラウンドクロス新宿5階
☎03-5333-5126（https://www.zenrosaikyokai.or.jp）

根 拠 法 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律
の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律

所　　管 厚生労働省

設 立 ・1982年（昭和57年）（財）全国勤労者福祉振興協会設立、1989年（平成元年）（財）全国労働者福祉・
共済協会設立、2004年（平成16年）統合し、「（財）全国勤労者福祉・共済振興協会」となる。

・2013年（平成25年）一般財団法人へ移行。
・2025年（令和7年）公益目的支出計画にもとづく「シンクタンク事業」と認可特定保険業としての
「相互扶助事業」を実施してきたが、5月31日をもって「シンクタンク事業」を終了し、同事業はこ
くみん共済 coopをはじめとする関係諸団体に引き継がれた。

事業内容 ・勤労者福祉の向上と発展に寄与する「相互扶助事業」を専業とする一般財団法人である。

取扱保険 ・自治体提携慶弔共済保険	 ・法人火災共済保険	 ・法人自動車共済保険
・損害保険代理店業（火災保険・自動車保険）

特　　徴 ・上記取扱保険のうち、自治体提携慶弔共済保険、法人火災共済保険、法人自動車共済保険（※）は、保険
業法による「認可特定保険業」として実施している。

　※法人自動車共済保険は、2026年3月末をもって事業停止。
・認可特定保険業の補完事業として、認可特定保険業にて契約者となることができる団体に向けた、火災

保険、自動車保険の損害保険代理店業（引受保険会社：共栄火災海上保険株式会社）を2014年（平成
26年）7月1日より実施している。

・こくみん共済 coop、日本再共済連と共に、こくみん共済 coop グループ基本三法人を構成している。
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共栄火災　共栄火災海上保険株式会社

所 在 地 〒105-8604 東京都港区新橋1－18－6
☎03-3504-0131（https://www.kyoeikasai.co.jp/）

根 拠 法 保険業法

所　　管 金融庁

設 立 ・1942年（昭和17年）農林水産業協同組合、信用金庫・信用組合、生活協同組合をはじめとする各種
協同組合・協同組織の前身である産業組合により設立。

・2003年（平成15年）相互会社から株式会社へ組織変更。協同組合・協同組織諸団体より出資を受け、
名実ともに「協同組合・協同組織を基盤とする保険会社」としての位置付けを確固たるものとした。

事業内容 ・「共存同栄」「相互扶助」の精神にもとづき、各種協同組合との強固な関係を事業基盤として損害保険事
業をおこなっている。

取扱保険 ・火災保険（地震保険）	 ・自動車保険	 ・自賠責保険	 ・傷害保険
・医療保険	 ・がん保険	 ・所得補償保険	 ・賠償責任保険
・動産総合保険	 ・身元信用保険	 ・取引信用保険	 ・建設工事保険
・土木工事保険	 ・業務災害補償保険	 ・貨物海上保険	 ・船舶保険　ほか

特　　徴 ・	各種協同組合・協同組織を事業基盤とした特色ある事業運営を展開している。日本で初の積立型火災保
険やホールインワン保険を開発するなど商品開発力に定評。
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第Ⅰ種賛助会員
NOSAI協会　公益社団法人  全国農業共済協会

所 在 地 〒102-8411 東京都千代田区一番町19
☎03-3263-6411（https://www.nosai.or.jp/）

根 拠 法 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律

所　　管 内閣府

設 立 ・1940年（昭和15年）農業保険協会を設立。		
・1948年（昭和23年）農業共済保険協会を設立。		
・1949年（昭和24年）名称を「社団法人全国農業共済協会」に変更。		
・2013年（平成25年）「公益社団法人全国農業共済協会」に移行。

事業内容 ・農業保険制度に係る調査研究、その他農業の振興と農業経営の安定のための調査研究および農家や一
般国民への普及啓蒙をおこなう事業など。

取扱共済 ・農業保険制度は、NOSAI協会の会員である農業共済組合、農業共済組合連合会によって運営され、農
作物共済、家畜共済、果樹共済、畑作物共済、園芸施設共済、建物共済、農機具共済、保管中農産物
補償共済の農業共済事業および農業経営収入保険事業を実施。

特　　徴 ・農業保険制度は、農業経営の安定を図るため、農業者が自然災害等不慮の事故によって受ける損失を補
てんする共済事業と農業収入の減少に伴う農業経営への影響を緩和する保険事業をおこなう制度であ
る。（昭和22年に「農業災害補償法」が施行。平成29年に同法の一部を改正する法律が成立し、「農業
保険法」に名称変更。）

・NOSAI協会は、農業共済組合および農業共済組合連合会を会員とする団体の中央機関。
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第Ⅱ種賛助会員

防生協　防衛省職員生活協同組合

所 在 地 〒162-0845 東京都新宿区市谷本村町2−1　クイーポビル6階
☎03-5227-1610（https://www.boseikyo.jp/）

根 拠 法 消費生活協同組合法

所　　管 厚生労働省

設 立 ・1963年（昭和38年）設立。

事業内容 ・各種共済事業

取扱共済 ・火災共済　　　・生命共済　　　・長期生命共済

特　　徴 ・防生協は、防衛省設置法第2章に規定される防衛省、国家公務員共済組合法第3条に規定される防衛省
共済組合、独立行政法人駐留軍等労働者労務管理機構法に定められた独立行政法人駐留軍等労働者労
務管理機構および防衛省職員生活協同組合を職域とする生協である。		

・防衛省・自衛隊の機関・部隊は全国に展開しており、東京の本部を核として各地に担当職員等を配置し
て事業を運営している。

神奈川県民共済　神奈川県民共済生活協同組合

所 在 地 〒231-8418 神奈川県横浜市中区桜木町1−1－8－2
☎045-201-0816（https://www.kenminkyosai.or.jp/）

根 拠 法 消費生活協同組合法

所　　管 神奈川県

設 立 ・1966年（昭和41年）神奈川県民のために任意団体を設立し ｢総合生命共済｣ を実施。
・1973年（昭和48年）神奈川県民共済生活協同組合としての認可を得て「県民共済」が神奈川県に誕

生し、新たな共済事業を開始。

事業内容 ・共済事業　　　・保険代理事業

取扱共済 ・生命・こども共済	 ・交通事故共済	 ・傷害共済	 ・賠償共済

特　　徴 ・相互扶助の精神のもと、“安心と生きがいを保障する”を基本理念として、神奈川県で生命共済を中心
に共済事業を展開する専業組合。

・組合員向けの教育事業として“いきいき　健康”“いきいき　生活”“子育て支援”などのイベントを実
施している。
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中済連　中小企業福祉共済協同組合連合会

所 在 地 〒103-0027 東京都中央区日本橋2－2－5　日本橋アルガビル
☎03-3275-1121（http://www.chusairen.or.jp/）

根 拠 法 中小企業等協同組合法

所　　管 東京都

設 立 ・2012年（平成24年）設立。

事業内容 ・会員組合がおこなう共済事業に係る共済責任の再共済事業。
・会員組合と連帯して共済責任を負う共済契約に係る共同共済事業。
・その他会員組合のための各種支援事業。

取扱共済 ・生命傷害共済等の再共済	 ・生命医療共済	 ・労災費用共済

特　　徴 ・公益法人制度改革関連法の施行を受け、中小事業者に対する共済事業を運営してきた公益法人が新設し
た共済事業協同組合を母体に、2012年1月に設立された連合会組織であり、再共済事業および会員組
合との共同共済事業に加え会員組合への各種支援事業を併せておこなっている。

開業医共済　開業医共済協同組合

所 在 地 〒380-0823 長野県長野市南千歳1－10－6　東邦ビル3階
☎026-217-6600（https://www.kaigyouikumiai.or.jp/）

根 拠 法 中小企業等協同組合法

所　　管 長野県

設 立 ・	2010年（平成22年）設立。

事業内容 ・	組合員のためにおこなう開業医共済休業保障事業。
・	上記事業に付帯する事業。		

取扱共済 ・	休業保障共済

特　　徴 ・	7県の保険医協同組合（事業協同組合）と発起人（開業医）が出資し、2010年1月に関東信越厚生局
の認可を得て創立（2015年4月に事務・権限が長野県に移譲）、同年8月に開業医が病気やケガで休業
した時の保障および復業を支援するために「開業医共済休業保障制度」を発足。

・	医療供給体制の安定と医療の供給者である医師・歯科医師の経営と生活を安定させることを目的とする。
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2 会員団体で取り扱っている共済種類一覧

共済実施組合 会員団体 火　災 生　命 傷　害 自動車 年　金 その他※3

農業協同組合 JA共済連 ○ ○ ○ ○ ○ ○

漁業協同組合 JF共水連 ○ ○ ○

生活協同組合

こくみん共済 coop ○ ○ ○ ○ ○ ○

コープ共済連 ○※1 ○ ○※1

全国生協連 ○ ○ ○

生協全共連 ○ ○※2 ○※2

防生協 ○ ○

神奈川県民共済 ○ ○ ○

事業協同組合

日火連 ○ ○ ○ ○ ○

交協連 ○ ○

全自共 ○

中済連 ○ ○

開業医共済 ○

農業共済組合 NOSAI協会 ○ ○

※１：こくみん共済 coop の共済事業規約にもとづく共済です。
※２：一部の会員組合で実施しています。
※３：�その他の共済種類は、JA共済連の「財産形成貯蓄共済」「農業者賠償責任共済」「賠償責任共済」「ボラン

ティア活動共済」、こくみん共済 coop の「慶弔共済」「個人賠償責任共済」、神奈川県民共済の「賠償共
済」、日火連の「休業対応応援共済」「労働災害補償共済」「所得補償共済」「休業補償共済」「中小企業者
総合賠償責任共済」、交協連の「労働災害補償共済」、中済連の「労災費用共済」、開業医共済の「開業医共
済休業保障制度」、NOSAI協会の「農作物共済」「家畜共済」「果樹共済」「畑作物共済」「園芸施設共済」
「農機具共済」「保管中農産物補償共済」などです。
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各会員団体では、「人と人との結びつき」を大切にする共済の趣旨にそって、福祉、健康の増進、
事故防止など組合員へのサービスや啓発活動に取り組み、さらには、「住みよい社会の実現」をめ
ざして豊かな環境や文化の発展に寄与する諸活動をおこなっています。

（1）福祉・健康増進活動

■介護ノウハウ等の提供活動
JA共済では、組合員・地域の皆さまの暮ら

しを支えることを目的に、JAなどの介護施設
の要請に応じて専門家を派遣し、職員研修を
支援しています。また、JA女性組織や組合員
の会議・研修会で、フレイル予防などの健康
増進のための講習会をおこなっています。

健康増進の講習会の様子

■レインボー体操の普及
JA共済では、心臓に負担をかけないやさし

い動きで、全身の血液の流れをよくするレイン
ボー体操を実施しています。いつでも、どこで
も、誰にでもできますので、体力に自信のない
方、高齢の方にも安全におこなっていただけま
す。音楽にあわせて楽しく体を動かしながら、
病気予防・健康づくりを推進しています。

レインボー体操の様子

■ちょいムズチャレンジの開催�
JA共済では、親子で体

を動かす楽しさを体感し
ていただく運動プログラ
ムを開催しています。「幼
児期運動指針」（文部科学
省）に基づく「幼少期に

身につけたい36の基本動作」のうち「なげる」
「うつ」「ける」の3 つの動作を中心に、ゲーム
形式で遊びながら体験することができます。

■海難遺児育英募金活動
JF共水連を含めたJＦグループでは、海難遺

児を励ます育英募金活動など、漁村の生活に根
ざした支援活動を、年間を通して広くおこなっ
ています。

■浜の福祉情報誌の作成・配布�
JF共水連では、漁村地域に暮らす方々へ向

けて、浜の暮らしに役立つ福祉情報誌「うぇ～
ぶ」を年2回作成・配布しています。老後のた
めに知っておきたい年金知識や日々の健康づ
くりに役立つ情報、各地のJFから旬の魚の提
供を受け、料理家・食育インストラクター 和
田明日香さんが考案したレシピの紹介等、浜
のくらしに寄り添った有用な情報提供活動を
おこなっています。

浜の福祉情報誌 和田明日香さん考案の
レシピ紹介等を掲載

■全国漁業協同組合学校への支援
JF共水連では、「協同組合精神を持った漁協

職員の育成」を目的としたJＦグループ唯一の
教育機関である「一般財団法人漁村教育会全国
漁業協同組合学校」の支援をおこない、安心し
て豊かに暮らせる漁村づくりを推進する人材育
成に寄与しています。

■こどもの成長応援プロジェクト�
こくみん共済 coop では、「こどもの体力のちょいムズチャレンジ

の様子

3 会員団体の社会活動
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低下」といった社会課題に対し、子どもたち
の健やかな成長を応援し、たすけあいの気持
ちを次の世代につないでいく取り組みとして、
2020年1月より「こどもの成長応援プロジェ
クト」を展開しています。これまでに、全国の
児童館などに対して、累計27万本（2024年
度末）以上のなわとび・長なわを寄贈しました。

また、子どもたちがなわとびを使い、ゲーム
感覚で楽しみながら体力向上を図ることができ
るレクリエーションプログラム「なわトレ」を
特設サイトにて公開しています。ニックネーム
などを登録し、日々のトレーニング記録をつけ
ることができる「なわトレマイページ」を活用
することで、子どもたちが達成感を得ながら取
り組むことができます。

岩手／なわとび・長なわ寄贈 なわトレ体験イベント
「みんなおいでよ なわトレ広場」

■地域貢献助成�
こくみん共済 coop 

では、地域で「防災・
減災活動」「環境保全
活動」「子どもの健全
育成活動」に取り組む
NPO法人や市民団体
などを対象に、活動の
充実・発展を支援する
ための助成をおこなっ
ています。

2024年度は「人と人とがささえあい、安心
して暮らせる未来へ」をテーマに募集し、審査
の結果、51団体に総額約1,997万円を助成し
ました。

■地域ささえあい助成�
コープ共済連は、社会

貢献の一環として、2012
年度から「地域ささえあ
い助成」を実施し、様々
な団体と生協が協働する
活動を対象に助成をおこ
なっています。2024年度
は、審査の結果、32団体

に2,985万円を超える助成を決定しました。

■健康づくり支援企画�
コープ共済連は、2017年度から「健康づく

り支援企画」を実施しています。高齢者が元
気に活躍できる地域をつ
くっていくために、全国
の生協が「食生活」「運動」

「社会参加」をテーマに実
施する健康づくりの取り
組みを支援しています。

2024年度には、46生
協51件に対し1億5,300
万円の支援をおこないま
した。

■社会福祉団体等へ助成
全国生協連では、障がい者や高齢者を対象と

して支援をおこなう社会福祉団体等に対し、福
祉支援活動の一環として、助成をおこなってい
ます。助成活動を始めた1985年より、これま
でのべ439団体への助成をおこないました。

■暮らしに役立つ小冊子を作成・配布�
全国生協連では、公

的保障や防災など暮
らしを守ることをテー
マにした小冊子を作
成し、組合員や希望さ
れる一般の方々に無
料配布しています。こ
れまでにお配りした
数は6種類・計1,700
万部を超え、多くの方々の暮らしにお役立て
いただいております。

■「暮らしのタネonline」で情報発信
全国生協連では、暮らしに役立つ情報サイト

として、都道府県民共済グループオウンドメディ
ア「暮らしのタネonline」
を運用しています。

各分野の専門家による
執筆・監修記事を掲載。
生活者の暮らしの安心と
向上に役立つ、幅広い情
報を掲載しています。

石川／笑顔のこども食堂
ネットワーク─GOHAN─

お弁当配布の様子

2024年度活動報告書

2024年度取り組み報告集

暮らしに役立つ小冊子

暮らしのタネonline
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■全労済協会2024年度シンポジウムを開催�
全労済協会では、これまで勤労者・生活者の

福祉向上を目的に一般の方々を対象としたシン
ポジウムを毎年開催してきました。

全労済協会として、「シンクタンク事業」が
最終年度（※）となる2024年度は、こくみん共
済 coopおよび日本再共済連との共催による
シンポジウム「子供が消えゆく国の転換－雇
用・社会保障・家族をつなぐ」を開催しまし
た。本シンポジウムは、全労済協会主催の「脱
分断社会と新しいつながりのかたち研究会（主
査：中央大学法学部教授 宮本 太郎 氏、設置期
間：2023年10月～2025年2月）」の成果書
籍の発刊を記念し、2025年5月30日に開催、
2025年7月～8月に動画配信を実施し、学生
を含む一般市民約300名の方々に参加、視聴
いただきました。

シンポジウム第1部の基調講演では、河野 龍
太郎 氏（BNPパリバ証券経済調査本部長チー
フエコノミスト）より、「日本経済の死角 ～収
奪的システムを解き明かす」をテーマに、日本
社会を覆う課題について、分配や企業統治など
の観点から講演いただきました。第2部では、
第1部の基調講演をもとに、河野氏と研究会委
員によるディスカッションがおこなわれ、日本
社会で拡大、深刻化している様々な「分断」に
ついて、労働経済学、社会政策学、家族社会学
など、各委員の視点から活発に意見が交わされ、
多くの示唆をいただきました。
※�2025年5月31日をもって、全労済協会の「シン

クタンク事業」は終了し、こくみん共済 coop を
はじめとする関係諸団体に引き継がれました。

全労済協会2024年度シンポジウム
「子供が消えゆく国の転換－雇用・社会保障・家族をつなぐ」

■�“義理チョコ・あげたつもり・もらったつもり”
バレンタイン・チャリティ募金�
共栄火災では、なかば儀礼的となっていたバ

レンタインデーの義理チョコとホワイトデーの
お返しを、もっと有意義な目的に使えないかと
女性社員有志が発起し、1993年から「“義理
チョコ・あげたつもり・もらったつもり” バレ
ンタイン・チャリティ募金」を実施しています。
これは義理チョコをあげたつもりで、また、ホ
ワイトデーにお返ししたつもりで1口500円を
チャリティとして募金する活動です。

毎年集まった募金は、西アフリカの難民キャ
ンプを支援するために、NGOを通じて井戸や
学校、医薬品倉庫の建設、砂漠化防止のための
植林、水田づくりのために活用されています。

■クリスマス・チャリティ�
共栄火災は、毎

年クリスマスの時
期に「クリスマス・
チャリティ」を実
施しています。各
家庭で不用になっ
た衣料品や余って
いる家庭常備薬、おもちゃ、文房具、裁縫用具
などを集め、西アフリカの難民キャンプへ贈る
活動で、1993年から実施しています。また、
同時に1口300円で、それらの物品を送るため
の輸送費チャリティも実施しています。

毎年全国から数多くの物品が集められ、こ
れらを社員自らが仕分け・梱包を行った後に
NGOを通じて寄贈されます。

■教育環境設備に対する寄付
神奈川県民共済では、小児医療および子ど

もたちの健全な育成のための事業充実を目的と
し、県立こども医療センター、県立養護学校、
横浜市立特別支援学校への器械備品・教育環境
整備等に対する寄付をおこなっています。

（2）交通安全・交通事故等被害者支援活動
■世代別交通安全教室の開催

JA共済では、世代別に交通安全教室を開催
しています。

幼児向けには、小さなお子さまに人気のJA

共済イメージキャラクター「それいけ！アン
パンマン」といっしょに、歌や踊りを通じて
交通ルールを学べる「JA共済アンパンマン交
通安全キャラバン」を開催しています。

チャリティで集まった物品
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中学校や高等学校の生徒向けには、警察等
と連携した自転車交通安全教室を実施してい
ます。生徒の前でスタントマンが交通事故を実
演し、危険性を疑似体験させる「自転車交通
安全教室」で交通安全意識を醸成しています。

シルバー世代向けには、JA共済オリジナル
の「交通安全落語」で笑いながら交通安全の
意識を高める交通安全教室の開催やドライビ
ングシミュレーター搭載車両「きずな号」に
よる巡回型の「自動車安全運転診断」を実施
しています。

また、全世代を対象とし、自転車乗用中の交
通ルールや危険予測を実践的に体験できる自
転車シミュレーター搭載車両「すまいる号」に
よる巡回型の「自転車安全運転診断」、薄暮時
間帯・夜間の「自動車対歩行者」の交通事故削
減に向けて、体験者自身の姿がドライバーから
どのように見えるかを実感いただき、明るい服
装、反射材の着用を促進する「服装“見えやすさ”
診断『見えチェック』」を実施しています。

自転車交通安全教室（生徒向け）

シルバー世代向け交通安全教室（交通安全落語）

自転車安全運転診断（全世代向け）

■危険運転撲滅のための動画・パンフレット
の制作
JA共済では、近年、危険運転として社会問

題化している「高速道路の逆走」と「ペダル踏
み間違い」に対する注意や対処法をお伝えする
動画とパンフレットをホームページ上に公開し
ています。

Web動画「交通安全対策NEWS」

啓発パンフレット（表面）

■交通事故未然防止のための動画・チラシの
制作
JA共済では、自転車乗用時のヘルメット着

用を啓発するオリジナルＷＥＢ動画『自転車乗
るならヘルメット！』や、電動キックボード（特
定小型原動機付自転車）で公道を走行する際の
基本的なルールや注意点を呼びかけるオリジナ
ルＷＥＢ動画『電動キックボード（特定小型原
動機付自転車）正しく乗る〜ル』等をホームペー
ジ上に公開しています。

自転車乗るならヘルメット！
～かぶろう、大切な命を守るために～
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電動キックボード（特定小型原動機付自転車）
正しく乗る〜ル

■「介助犬」の育成・普及支援�
JA共済では、交通事故などにより手足に障が

いのある方の日常生活を介助する「介助犬」の
育成・普及支援に取り組んでいます。また、介
助犬の受入れに対する理解を促進するため、介
助犬によるデモンストレーションを実施し、障が
いのある方の自立と社会復帰を支援しています。

ペットボトルを渡す介助犬
�
�

写真提供：NPO法人日本補助犬情報センター・
社会福祉法人日本介助犬協会

�
�

■社会復帰支援のためのリハビリテーション
センターの開設�
JA共済が、静岡県の中伊豆と大分県の別府に

開設した2つのリハビリテーションセンターは、
「医療施設」「福祉施設」「介護施設」の3つの機
能を持った全国でも数少ない総合型の施設とし
て交通事故被害者などの社会復帰をお手伝いし
ています。

社会福祉法人　農協共済別府リハビリテーションセンター

■農作業事故体験VRを活用した学習プログラ
ムの展開
JA共済では、農作業事故の未然防止を目的

に、当事者の視点から農作業中の事故を疑似体
験できる「農作業事故体験VR」を活用した学
習プログラムを、全国のJAにおける研修会や

イベント、農業関連団体や農業大学校、農業高
校での講習会や授業などで展開しています。

農作業事故体験VRを視聴している様子

■海難・海上災害防止活動への支援および表彰
JF共水連は、海上災害の防止に取り組むた

め、漁船・JＦ事務所等へのAED設置費用の助
成や公益社団法人 日本水難救済会への協賛を
通じて、全国の救難所・救難支所で海難救助
活動に貢献するボランティア救助員の皆様へ
の支援および同会の運営する海上の傷病者を
救う世界で唯一の洋上救急事業へ支援をおこ
なっています。

また、漁業者の安全に関する意識の向上と
取り組みの推進を促し、重大な事故を減らす
ことを目的として、水産庁とともに「漁船の
安全対策に関する優良な取組に対する表彰」
を実施しています。

■�7才の交通安全プロジェクト�
こくみん共済 coop では、未来ある子ども

たちを交通事故から守りたいという想いのも
と、2019年1月より「7才の交通安全プロジェ
クト」を実施しています。本プロジェクトは、
歩行中の交通事故による死傷者数が突出して
多い7才児を中心に、子どもたちを交通事故か
ら守ることを目的として展開しており、これ
までに全国の小学校などへ累計155万本以上

（2024年度末）の横断旗を寄贈しました。
また、金沢大学の藤生慎教授と共同研究を

実施し、過去に事故が発生した場所を地図上
に表示し、注意すべき場所が一目でわかる「私
のまちの7才の交通安全ハザードマップ」を
ホームページにて公開しています。

沖縄／横断旗の寄贈
私のまちの7才の 

交通安全ハザードマップ
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■ランドセルカバー寄贈
コープ共済連は、全

国 の 自 治 体 と 連 携 し、
2015年度から全国の新
一年生に向けランドセル
カバー寄贈をおこなって
い ま す。2024年 度 は、
5,932校 に30万293枚
のランドセルカバーを寄
贈しました。

CO・OP共済のキャラ
クター「コーすけ」のイラストが描かれた黄
色地のカバーは周囲の目を引き、遠くからで
も児童の存在をアピールすることができます。

地域の方々に見守っていただくための目印
にもなり、交通事故防止に役立っています。

■�交通事故ゼロを目指して： 
交協連の安全教育と啓発活動�
交協連では、交通事故の未然防

止とドライバーの安全運転意識の
向上を目的として、さまざまな教育・
啓発活動に取り組んでいます。

講習会を受講するドライバー等に
対しては、安全運転教育用テキスト
の作成や、動画配信等のデジタルコ
ンテンツを通じて、実践的かつ継続
的な交通安全教育を推進しています。

また、事故防止に係る広報活動
として、カレンダー、垂幕、事故防止重点項目
ポスターの制作、安全運転標語・体験記・児童
画の募集などをおこない、交通安全への意識づ
けを図っています。

さらに、2025年度より新たな取り組みとし
て、QRコードを活用した事故防止事業を開始。
QRコード入りのステッカーを配布し、ドライ
バーがスマートフォンで読み取ると、安全運転

のポイントなどを簡潔に解説した動画を視聴で
きる環境を整備し、日常業務の中でも安全意識
を高める仕組みづくりを推進しています。

加えて、会員組合が実施する多様な事故防止
事業に対しては、経費助成を通じて実効性のあ
る取り組みを支援し、業界全体における交通安
全の定着を支える役割を果たしています。

■地域防犯活動「ふるさと見守り活動」
NOSAI団体では、農業共済事業への加入の

呼びかけや事故が発生した際の損害評価、組
合員農家への業務上の連絡など、役職員が日
常的に地域を巡回し、農家を訪問しているほ
か、組合員への情報開示や接点強化を図るた
めに、定期的に広報紙を発行しています。こ
うした業務の特徴を生かし、より効果的な防
犯活動として、以下の「ふるさと見守り活動」
を全国一斉に展開しています。

⑴全国統一的に取り組んでいる活動
①�全国約6,000台の業務用車両に「防犯パ

トロール中」のステッカーを貼付し、日
常の業務を通じて犯罪被害防止を啓発す
るとともに、“防犯の眼”となって地域の
犯罪抑止機能の向上に貢献しています。

②�犯罪防止を啓発するための広報活動とし
て、広報紙に、外出時の鍵かけ、振り込
め詐欺への注意、農産物・農機具盗難防
止などの記事等を掲載しています。

⑵�警察などと連携して農業共済組合や農業
共済組合連合会ごとに地域の実情に応じ
て取り組んでいる活動
①事務所を「子ども110番の家」に登録
②業務用車両を「子ども110番の車」に登録
③�業務用車両へのドライブレコーダー設

置と警察等への情報提供
④警察の防犯ネットワークへの登録

（3）文化・スポーツ活動
■書道・交通安全ポスターコンクールの開催�

JA共済では、未来を担う小・中学生の皆さまに、
「相互扶助」と思いやりの大切さを伝えるととも
に、書写教育に貢献することを目的に書道コン
クールを、交通安全への意識を高め幅広く社会
に呼びかけることを目的に交通安全ポスターコ
ンクールを開催しています。2024年度の第68
回書道コンクール、第53回交通安全ポスターコ
ンクールには、あわせて107万点をこえる応募

があり、歴史・規模・質どれをとっても日本を
代表する大きなコンクールとなっています。

コーすけのイラストが
かかれたランドセルカバー

交通安全
啓発垂幕

作品展示の様子
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■文化フェスティバルの開催
こくみん共済 coop では、「未来を担う子ど

もたちとご家族に、良質な文化芸術に触れ豊か
な心を育んでいただきたい」との願いのもと、
1992年より継続的に「文化フェスティバル」
を開催しています。
2024年度は、演劇、
ダンスなどの公演を
実施し、多くの皆さ
まにご参加いただき
ました。

■障がい者スキーの支援
コープ共済連は、

2019年から公益財
団法人日本障害者ス
キー連盟と、ゴール
ドパートナー契約を
締結しています。

国連で採択された
SDGs（持続可能な開
発目標）の目指す「誰一人取り残さない」という
社会の在り様は、協同組合の理念と重なり合っ
ており、2018年に採択されたコープSDGs行動
宣言には「誰もが安心してくらし続けられる地域
社会づくりに参加」することを謳っています。

コープ共済連では、日本障害者スキー連盟へ
のゴールドパートナーとしての包括的、継続的
な支援を通じて、SDGs実現に向けた貢献をめ
ざしています。

■夏休みに描く絵画コンクール
神奈川県民共済で

は、県内の3歳から
小学校6年生までの
子どもたちを対象と
した、自由なテーマ
で描く絵画コンクー
ルを開催し、絵画をとおして子どもたちの表
現力や独創性が育まれるよう応援しています。
2024年度の第31回コンクールには、合計
1,655点の力作が集まり、入賞・入選作品200
点を県民共済プラザビル内に展示し、県民共済
ホームページへ掲載しました。

■高校生の文化系部活動の支援活動
神奈川県民共済は、神奈川県高等学校文化

連盟をとおして高校生の文化系の部活動を応援
しています。2024年度は、7月にみらいホー

ル に て「 第23回
神奈川県高等学校
軽音楽コンテスト 
予選大会」が開催
さ れ、計62組 が
出場しました。ま
た、11月には「第74回神奈川県中学校・高等
学校新聞コンクール」の表彰式が行われました。
若いエネルギーとみずみずしい感性で活動や作
品づくりに力を注ぐ高校生を応援しています。

■親子講座
神奈川県民共済では、ご家族で楽しめる親

子講座を開催しています。小学生親子を対象
とした「子育て応援！夏休み親子講座」では、
神奈川県内の大学と連携し、大学の先生や学
生による夏休みの自由研究に役立つ実験講座
などを各地域の大学キャンパスにて開催しま
した。今後も神奈川県内の大学と連携した出
張講座など、「子育て応援」をテーマにした講
座イベントを実施していきます。

■地域に根差したスポーツ支援�
共栄火災では、ひとりでも多くの人々と楽

しみを分かち合うために、数々のスポーツ活
動を支援しています。

毎年3月に国営・海の中道海浜公園（福岡県
福岡市）で開催される「海の中道はるかぜマ
ラソン」には、1997年から「共栄火災スポー
ツフェスタ」として特別協賛するとともに、
当社の社員がスタッフとして参加し、運転診
断コーナーの設置や運営等を通じて大会運営
を支援しています。

また、NPOナスターレース協会が主催する
ジュニアスキーヤー育成のための大会「ナス
ターレース・ユース・ジャパンカップ」や、（公
財）札幌スキー連盟および（公財）北海道スキー
連盟が主催するスキージャンプ大会「HBCカッ
プジャンプ」などにも協賛しています。

新潟公演／「オズの魔法使い」

CO・OP 2025 FISパラ・
ノルディックスキー

アジアカップ札幌大会

夏休みに描く絵画コンクール

高校生の文化系部活動の支援活動

共栄火災スポーツフェスタ 
海の中道はるかぜマラソン

ナスターレース・ユース・ 
ジャパンカップ
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（4）環境保全活動
■JA共済プレゼンツ　それいけ！アンパンマ

ンミニショー＆握手会の開催�
JA共済の「JA共済プレゼンツ　それいけ！

アンパンマンミニショー＆握手会」では、一部
のコーナーで食育をテーマとしたJA共済オリジ
ナル絵本の配布や
地元特産品の展示
を行い、ミニショー
へ来場いただいた
親子に、楽しみな
がら地域の「食」
と「農業」につい
て考えるきっかけ
を提供しています。
■�美しい海を守る活動への支援

JF共済では、海洋環境や生態系への影響が懸
念され、世界的な課題となっている海洋ごみ等
から美しい海と漁業を守るた
めの取り組みをおこなっていま
す。2020年度より、JF全漁連・
農林中央金庫と連携し、JFグ
ループがおこなう海浜清掃活
動に使用するごみ袋を作成・
配布することで、美しい海を
守る活動を支援しています。

■�海を守る環境保全活動、漁村・地域活性化
の支援および表彰
JF共水連では、JF女性連が実施する「海を

守る活動」をはじめとするJＦグループの各活
動を支援および表彰し、環境保全活動や漁村・
地域の活性化に協賛しています。

■�「社会貢献付 エコ住宅専用 住まいる共済」
による寄付�
こくみん共済 coop では、組合員の皆さまと

ともに環境保全に貢献することを目的として、
「社会貢献付 エコ住宅専用 住まいる共済」を実
施しています。CO2削減とエネルギー効率化に
向けて、地球環境に配慮した住宅の普及促進と、
環境活動団体への寄付をおこなっています。

2008年の開始以来、毎年の契約状況およ
び決算実績に応じて、
環境活動団体への寄
付をおこなっており、
2024年度は3団体（公
益社団法人　国土緑
化推進機構、公益財団
法人　日本環境協会、
公益財団法人　日本自

然保護協会）に総額2,500万円を寄付しました。

■環境保全に貢献する森林保護活動
　「共栄火災エコーの森」�

共栄火災の「エコーの森友
の会」は、植林活動による自
然環境の維持・向上に資する
ことを目的に1992年に設立
しました。植林・育林活動を
原点とし、役員・社員による1
口500円の会費や会社からの
寄附金をもとに運営していま
す。国有林の分収造林事業に
参加することによる森林育成活動を主体として、
これまでに全国4か所、総面積7.24haの植林地
で22,700本の樹木を保護・育成しており、現在
も緑を育む活動を継続的におこなっています。

また、「共栄火災エ
コーの森友の会」では、
九十九里浜津波被害林

（千葉県山武市蓮沼殿
下海岸）の植林活動も
実施しています。東日
本大震災で大きな被害を受けた地帯を整備し、
再び豊かな防風林を取り戻すべく、震災から5
年となる2016年と、10年となる2021年の3
月に復興を願ってそれぞれ1,500本のクロマツ
を植えました。

■途上国の子どもたちへ安全できれいな水を�
　「Kyoei Safe Water For Children プロジェクト」�

世界には、安全に管理された飲み水を使用で
きない人々が約22億人いるとされており、不
衛生な水を口にすることで下痢や感染症を引き
起こし、幼い子どもたちの“かけがえのない命”
が奪われている現実があります。

共栄火災では、ひとりでも多くの子どもたち
に安全で、きれいな水を届けたいとの思いから、
国際貢献活動の一環として、2015年に「Kyoei 
Safe Water For Childrenプロジェクト」を立
ち上げ、自動車保険（注）のご契約1件につき、約
28～35リットルの不衛生な水を安全できれい
な水にできる浄水剤を途上国の子どもたちに届
ける活動を続けてい
ます。

（注）�所有・使用されて
いるお車のご契約
台 数 が9台 以 下 の
お客様のご契約を
対象としています。

千葉県・九十九里浜での植林

ミニショー＆握手会の様子
©やなせたかし／フレーベル館・

TMS・NTV

海浜清掃用のごみ袋

「災害復旧支援・東日本大震災」
森と海を結う・絆の森林づくり

（宮城）

国有林の育成
（静岡県・愛鷹山）

Kyoei Safe Water For Children
プロジェクト
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4 自然災害への会員団体の取り組み

巨大地震や台風・豪雨などの自然災害による大切な住宅や家財への被害に対して、被災された
契約者の方々の一刻も早い生活再建に役立てていただくため、会員団体は共済金等の迅速な支払
いに努めるとともに、防災・減災に向けた様々な取り組みを実施しています。

（1）会員団体がお支払いした共済金等
■自然災害に対して会員団体がお支払いした共済金等の合計額が1,000億円を超えた事例

1995年の阪神・淡路大震災、2011年の東日本大震災など過去の大規模自然災害に対して、会
員団体の共済金・保険金・見舞金の支払合計額が1,000億円を超えた事例は以下のとおりです。

発生年月 災　害　名 共済金・保険金・見舞金
1991 年 9 月 平成3年台風第19号 1,722億円
1995 年 1 月 阪神・淡路大震災 1,441億円
2004 年 9 月 平成16年台風第18号 1,357億円
2011 年 3 月 東日本大震災 1兆2,283億円
2016 年 4 月 熊本地震 1,832億円
2018 年 9 月 平成30年台風第21号 1,878億円
2019 年 9 月 令和元年台風第15号 1,240億円
2019 年10月 令和元年台風第19号 1,432億円
2021 年 2 月 令和3年福島県沖地震 1,269億円
2022 年 3 月 令和４年福島県沖を震源とする地震 1,811億円
2024 年 1 月 令和６年能登半島地震 1,882億円

※�上記の支払実績は、2025年9月末時点における各会員団体からの報告に基づく合計値であり、会員団体によっては
損害系の支払額の他、生命系の支払額を含んでいる場合があります。

　なお、災害名別の支払額の把握が困難な会員団体の実績については、支払実績に含めていません。

平成3年台風第19号
人的被害：死者・行方不明者62人、負傷者1,499人　
物的被害：住家損壊170,447棟、住家床上・床下浸水22,965棟

阪神・淡路大震災
人的被害：死者・行方不明者6,437人、負傷者43,792人　
物的被害：住家全壊104,906棟、住家半壊144,274棟、住家一部破損390,506棟

平成16年台風第18号
人的被害：死者・行方不明者45人、負傷者1,301人　
物的被害：住家損壊43,140棟、住家床上・床下浸水8,360棟

東日本大震災
人的被害：死者・行方不明者22,332人、負傷者6,242人　
物的被害：�住家全壊122,053棟、住家半壊284,074棟、住家一部破損750,069棟
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熊本地震
人的被害：死者273人、負傷者2,809人　
物的被害：�住家全壊8,667棟、住家半壊34,719棟、住家一部破損163,500棟

平成30年台風第21号
人的被害：死者14人、負傷者980人
物的被害：住家損壊97,910棟、住家床上・床下浸水707棟

令和元年台風第15号
人的被害：死者9人、負傷者160人
物的被害：住家損壊93,096棟、住家床上・床下浸水276棟

令和元年台風第19号
人的被害：死者・行方不明者121人、負傷者388人
物的被害：住家損壊75,758棟、住家床上・床下浸水29,941棟

令和３年福島県沖地震
人的被害：死者3人、負傷者184人
物的被害：住家全壊144棟、住家半壊3,070棟、住家一部破損35,361棟

令和４年福島県沖を震源とする地震
人的被害：死者4人、負傷者248人
物的被害：住家全壊224棟、住家半壊4,630棟、住家一部破損52,388棟

令和６年能登半島地震
人的被害：死者・行方不明者636人、負傷者1,398人
物的被害：住家全壊6,532棟、住家半壊23,680棟、住家一部損壊134,949棟

※�被害の状況は消防庁ホームページ「災害情報一覧」による。ただし「平成3年台風第19号」については、気象庁ホー
ムページ「台風による災害の例」による。

■最近の主な大規模自然災害に対して会員団体がお支払いした共済金等
最近発生した主な大規模自然災害に対して会員団体がお支払いした共済金・保険金・見舞金は

以下のとおりです。

発生年月 災　害　名 共済金・保険金・見舞金
2021 年 2 月 令和3年福島県沖地震 1,269億円
2022 年 3 月 令和４年福島県沖を震源とする地震 1,811億円
2022 年 9 月 令和４年台風第14号 413億円
2024 年 1 月 令和6年能登半島地震 1,882億円

※�上記の支払実績は、2025年9月末時点における各会員団体からの報告に基づく合計値であり、会員団体によっては
損害系の支払額の他、生命系の支払額を含んでいる場合があります。

　なお、災害名別の支払額の把握が困難な会員団体の実績については、支払実績に含めていません。
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（2）会員団体の取り組み
■災害シート・災害キットの無償配布

JA共済では、ご契約者さまが、自然災害などで
被害を受けたときに「災害シート」や「災害キット」
を無償でお配りしています（JA共済のご契約者さ
まで一定の要件を満たす場合に限ります。）。

災害シート（大きさ3.6m×5.4m（12畳））

災害キット

■ザブトン教授の防災教室の開催
JA共済では、イス型の地震動体験装置「地震ザ

ブトン」で過去に発生した大地震や今後想定される
大地震のリアルな揺れを体験し、家具の固定など日
頃から地震に「備える」ことの必要性を再認識して
いただく体験学習型プログラム「ザブトン教授の防
災教室」を開催しています。

地震ザブトン体験の様子

■全戸訪問活動および支援活動
JＦ共水連では、地震や台風により被害を受けた地

域のご加入者全戸を訪問し、被害状況を確認すると
とともに、共済金を早期にお支払いできるよう取り
組んでいます。また、2024年度に発生した台風、地
震等の自然災害で被害を受けた方々に対して、支援
物資の提供等の救援支援活動をおこないました。

■情報誌『命の声』による情報提供活動
JＦ共水連は、自然災害・海難事故から命を守る情

報誌『命の声』を配布しているほか、ＪＦ共水連のホー

ムページに掲載しています。
『命の声』は、ＪＦ組合員の皆さ

まに、過去に起こった様々な大規模
災害等の体験や教訓をお聞きし、全
国の浜の仲間に災害から命を守るた
めの「声」として知らせるもので、「声
を伝える方」と「声を受取る方」の
双方の相互扶助による思いやりの心
で、未来の災害への備えとする助け
合いの情報誌です。

2024年度に発行した第３号では、
日本海中部地震、熊本地震、三宅島
噴火、台風や集中豪雨を経験された方々にお話を伺
い、『命の声』として掲載しています。

■これからの防災・減災プロジェクト
住まいの保障（火災共済）から事業を開始した

こくみん共済 coop は、これまでの災害対応の中
で得た教訓と経験をもとに、さらなる防災・減災の
普及とネットワークづくりを進めるため、2021年
3月より「これからの防災・減災プロジェクト」を
展開しています。
①もしもプロジェクト
「もしもプロジェクト」は、一人一人が「もしも」

の日のために何ができるかを考え、備えることで、レ
ジリエントなまちづくりをめざす取り組みです。

2024年度もさまざまな企業、団体と連携し、「も
しもFES」を大阪市と名古屋市で開催しました。家
族で楽しみながら「もしも」の備えを体験できるブー
ス出展やステージイベントを開催し、来場者の皆さ
まへ防災・減災の啓発活動をおこないました。
※「もしもFES渋谷2024」は台風のため中止。

もしもFES大阪2024のステージの様子

島根／地SUN地SHOW祭りへの防災・減災ブース出展

情報誌『命の声』
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②防災士による活動強化
こくみん共済 coop では、地域における防災・

減災運動の担い手として、職員の防災士資格取得を
促進し、2024年度末までに966名が防災士資格を
取得しました。防災士は各地で安心のネットワーク
の核となるため活動を展開しています。

■デジタル技術を活用した防災・減災
こくみん共済 coop では、組合員や生活者の皆

さまに災害への備えを促進するため、ホームページや
公式アプリ、各種イベントを通じて、さまざまなコン
テンツやサービスを提供しています。具体的には、デ
ジタル技術を活用し、映像と音楽によって地震・台風・
洪水などの災害を実際に体験しているかのようなVR
体験のほか、知りたいエリアの住所を入力することで
地盤の強さや自然災害リスクを確認できる「お住まい
の地盤診断サービス」などを展開しています。

大阪／あべてん　BOSAIスイッチへのブース出展

お住まいの地盤診断サービス

■�子どもたちとの防災・減災活動 
　～こどもエコクラブとの共創～
こくみん共済 coop の寄付先の一つである 公益

財団法人 日本環境協会との共創活動として、2021
年度より、全国各地で環境教育・環境学習に取り組
む「こどもエコクラブ」の子どもたちを対象とした
防災・ 減災プログラムを提供しています。

2024年度は、防災・減災プログラム「みんなで
Bosai×Eco CAMP」に全国から153クラブ（2,988
名）に参加いただきました。

■みんなで被災地応援プロジェクト
こくみん共済 coop は、地域社会の安心づく

りにつながる新たなたすけあいの取り組みとして、
2024年3月から「みんなで被災地応援プロジェクト」
を展開しています。「みんなで被災地応援プロジェク
ト」は、住まいる共済のお見積もり1件につき100
円をこくみん共済 coopから被災地で復旧支援活動
をおこなうボランティア（支援）団体に寄付をおこ
なう取り組みです。これまでに総額20,752,000円

（2024年度末）を日本赤十字社、全国社会福祉協議
会、NPO団体へ寄付しました。

みんなで被災地応援プロジェクト

■全国各地の防災・減災啓発の取り組み
こくみん共済 coop では、日頃の備えで自分の

身を守り、被害を小さくすることを目的に、防災・
減災の知識を普及するイベントを全国各地で開催し
ています。親子で災害を疑似体験できるブース出展
や、気軽に楽しみながら学び実践できる防災工作な
ど、さまざまな取り組みを実施しています。

2024年度は全国各地での防災・減災イベントを
163回、これまでに累計757回開催しました。

徳島／とくしま生協フェスティバルへの防災・減災ブース出展

■リスクマップの提供による防災・減災への貢献
共栄火災では、大規模な風水害の多発・激甚化

により財物損害や長期休業のリスクが増加してい
ることを受け、防災・減災の意識高揚を図り、地
域の安心・安全に貢献するため、所在地ごとのリ
スクマップを作成・提供し、個人・事業者のお客
様と対話する取り組みを進めています。

事業者のお客様向け災害リスクマップみんなでBosai×Eco CAMPに取り組む様子
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会員団体は、国際協同組合保険連合（ICMIF）に加盟し、保険事業を運営する世界各国の協同組合・
相互扶助組織との交流・連携活動に取り組んでいます。

（1）国際協同組合保険連合（ICMIF）
世界には、保険事業を運営する協同組合・相互扶助組織が数多く存在し、これらの団体を代表

する唯一の国際的連合体として、1922年に国際協同組合保険連合（International Cooperative 
and Mutual Insurance Federation、略称ICMIF）が設立されました。

ICMIF は ICA（国際協同組合同盟）の専門機関で、2025 年 10 月現在、54 か国、220 団体
が加盟しており、2023年の加盟団体の掛金収入は2,380億米ドルとなっています｡ 会員団体の
競争力強化をめざして、ICMIFでは、会員相互間の交流機会の提供、人材開発、協同組合・相互
扶助の保険組織に対する理解を国際的に深める活動などをおこなっています。

日本共済協会の会員のうち、JA共済連、JF共水連、こくみん共済 coop 、日本再共済連、コー
プ共済連、日火連、共栄火災の7団体が正会員として加盟し、ICMIFおよびその各種委員会にお
ける役員・専門委員を務めるなど（JA共済連、こくみん共済 coop は理事会メンバー）、国際的
な連携を深めています。

また、ICMIFの地域協会のひとつとして1984年に設立されたアジア・オセアニア協会（Asia 
& Oceania Association of the ICMIF、略称AOA）では、アジア・オセアニア地域の協同組合
保険運動の発展の支援や会員相互の交流機会の増大および友好の促進を目的に、セミナーや会員
訪問団を定期的に実施しています。

AOAはICMIFのアジア・オセアニア地域の会員によって構成され、2025年10月現在、10か国、
45団体が加盟しています。

ICMIFの組織図

ICMIF会員

総　　会

アメリカ協会（ICMIF/Americas） アジア・オセアニア協会（AOA）
地 域 協 会 事 務 局

執行委員会 開発委員会 インテリジェンス委員会 再保険委員会
理 事 会

5 会員団体の国際活動
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ICMIＦに加盟している日本の共済団体

正　会　員 日本の共済団体のおもな役割

・JA共済連
・JF共水連
・こくみん共済 coop
・日本再共済連
・コープ共済連
・日火連
・共栄火災

ICMIＦ理事・役員選出団体
・理事	 JA共済連、こくみん共済 coop
・執行委員会委員	 JA共済連
・インテリジェンス委員会委員	 JA共済連、コープ共済連
・再保険委員会委員	 JA共済連

准　会　員 AOA理事・役員選出団体

・日本共済協会
・JA共済総合研究所

・会長・事務局	 JA共済連
・監査役	 JF共水連

（2）ICMIFのおもな活動
①　ICMIF総会およびヤングリーダーズプログラム

ICMIF総会が2024年11月にアルゼンチン・ブエノスアイレスにおいて世界35カ国・
120団体から370名が参加し開催され、「パーパスに向けたコラボレーション」をテーマに、
さまざまな基調講演やパネルディスカッションが行われました。

日本会員からは、JA共済連、こくみん共済 coop 、日本再共済連、コープ共済連、日火連、
日本共済協会の6団体から29名が参加しました。

また、総会では、会員団体の主に35歳以下の若手リーダーを対象に、他のICMIF会員から
学び、協力する機会を提供するとともに、世界中のCEO、上級管理職、業界のリーダー等と
ネットワークを築く機会を提供することを目的とした「ヤングリーダーズプログラム」が開
催され、参加19カ国、58名のうち日本会員からは、JA共済連、こくみん共済 coop 、日本
再共済連、コープ共済連、日本共済協会の5団体から13名が参加しました。

ICMIF総会 ヤングリーダーズプログラム参加者
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②　日本共済協会セミナーでの講演
2025年3月19日に東京都内で開催された日本共済協会セミナーで、リズ・グリーン CEO

とベン・テルファー チーフ・メンバーシップ・オフィサーが、「ICMIFのグローバルな視点
から見た現代の協同組合保険組織」をテーマに、ICMIFの紹介、現代の協同保険会社の特徴、
ICMIF関連団体の事例紹介などについて講演をおこないました。

日本共済協会セミナー

リズ・グリーン氏 ベン・テルファー氏



1 協同組合のアイデンティティに関するICA声明

1995年、イギリスのマンチェスターで開かれたICA（国際協同組合同盟）100周年記念大会・
全体総会において「協同組合のアイデンティティに関するICAの声明」が報告・採択されています。

〈定義〉
　協同組合は、共同で所有し民主的に管理する事
業体を通じ、共通の経済的・社会的・文化的ニー
ズと願いを満たすために自発的に手を結んだ人々
の自治的な組織である。
〈価値〉
　協同組合は、自助、自己責任、民主主義、平等、
公正、そして連帯の価値を基礎とする。それぞれ
の創設者の伝統を受け継ぎ、協同組合の組合員は、
正直、公開、社会的責任、そして他人への配慮とい
う倫理的価値を信条とする。
〈原則〉
　協同組合原則は、協同組合がその価値を実践に
移すための指針である。

（第1原則）自発的で開かれた組合員制
　協同組合は、自発的な組織である。協同組合は、
性別による、あるいは社会的・人種的・政治的・宗
教的な差別を行わない。協同組合は、そのサービ
スを利用することができ、組合員としての責任を
受け入れる意志のある全ての人々に対して開かれ
ている。

（第2原則）組合員による民主的管理
　協同組合は、その組合員により管理される民主
的な組織である。組合員はその政策決定、意思決
定に積極的に参加する。選出された代表として活
動する男女は、組合員に責任を負う。単位協同組
合では、組合員は（一人1票という）平等の議決権
をもっている。他の段階の協同組合も、民主的方法
によって組織される。

（第3原則）組合員の経済的参加
　組合員は、協同組合の資本に公平に拠出し、そ
れを民主的に管理する。その資本の少なくとも一
部は通常協同組合の共同の財産とする。組合員は、
組合員として払い込んだ出資金に対して、配当が

ある場合でも通常制限された率で受け取る。組合
員は、剰余金を次の目的の何れか、または全ての
ために配分する。

・準備金を積み立てることにより、協同組合の発
展のため、その準備金の少なくとも一部は分割
不可能なものとする

・協同組合の利用高に応じた組合員への還元のた
め

・組合員の承認により他の活動を支援するため

（第4原則）自治と自立
　協同組合は、組合員が管理する自治的な自助組
織である。協同組合は、政府を含む他の組織と取
り決めを行ったり、外部から資本を調達する際に
は、組合員による民主的管理を保証し、協同組合
の自主性を保持する条件において行なう。

（第5原則）教育、訓練および広報
　協同組合は、組合員、選出された代表、マネ
ジャー、職員がその発展に効果的に貢献できるよ
うに、教育訓練を実施する。協同組合は、一般の
人々、特に若い人々やオピニオンリーダーに、協同
組合運動の特質と利点について知らせる。

（第6原則）協同組合間協同
　協同組合は、ローカル、ナショナル、リージョナ
ル、インターナショナルな組織を通じて協同するこ
とにより、組合員に最も効果的にサービスを提供
し、協同組合運動を強化する。

（第7原則）コミュニティへの関与
　協同組合は、組合員によって承認された政策を
通じてコミュニティの持続可能な発展のために活
動する。

（1995年9月23日　ICA大会・全体総会で決定）
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◆共済事業のあゆみ　◇日本共済協会のあゆみ

2 日本の共済事業および日本共済協会のあゆみ

  その生立ちから現在まで  　 ◆共済事業のあゆみ　◇日本共済協会のあゆみ

1920
年代

21	 ◆賀川豊彦の指導で神戸消費組合（神戸生協）設立

	 ◆那須善治の提唱で灘購買組合（灘生協）設立

	 ◆道家 斉、佐藤寛次が「協同組合による保険経営の思想」を明確に打ち出す

22	 ◆田中義一らが高田火災共済組合（岐阜県養老郡高田町）を設立

24	 ◆第20回全国産業組合大会で「生命保険事業開始の件」を決議

29	 ◆福岡県信連が県下の産業組合に対し火災保険を実施（1956年2月まで継続）

1930
年代

34	 ◆賀川豊彦が雑誌『家の光』に小説『乳と蜜の流るゝ郷』を連載し、協同組合保険の実現を主張

38	 ◆賀川豊彦がノア・バルウ著『協同組合保険論』を翻訳・刊行

1940
年代

42	 ◆共栄火災海上保険株式会社（共栄火災の前身）設立

46	 ◆共栄火災海上保険株式会社が共栄火災海上保険相互会社へ改組

47	 ◆全国学校協同組合連合会（全国大学生協連の前身）発足

	 ◆農業協同組合法施行（「共済に関する施設」の明記）

	 ◆農業災害補償法施行

48	 ◆北海道共済農業協同組合連合会設立

	 ◆農業共済保険協会（NOSAI協会の前身）設立

49	 ◆水産業協同組合法施行

	 ◆消費生活協同組合法施行（「組合員の生活の共済を図る事業」の明記）

	 ◆中小企業等協同組合法施行

1950
年代

50	 ◆改正水産業協同組合法の施行（「共済会に関する条項」の明記）

51	 ◆全国共済農業協同組合連合会（JA共済連）設立

	 ◆全国水産業協同組合共済会（全水共：JＦ共水連の前身）設立

	 ◆日本生活協同組合連合会（日本生協連）設立

55	 ◆全国共済商工協同組合連合会（全済連：日火連の前身）設立

56	 ◆全国共済生活協同組合連合会（生協全共連）設立

57	 ◆全国労働者共済生活協同組合連合会（労済連：全労済の前身）設立

58	 ◆全国大学生活協同組合連合会（全国大学生協連）設立

59	 ◇月刊誌『共済保険研究』（現『共済と保険』誌の前身）の創刊
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◆共済事業のあゆみ　◇日本共済協会のあゆみ

60	 ◆全日本火災共済協同組合連合会（日火連）設立

1970
年代

71	 ◆首都圏生活協同組合連合会（首都圏生協連：全国生協連の前身）設立

72	 ◆全国トラック交通共済協同組合連合会（交協連）設立

73	 ◆埼玉県民共済生活協同組合設立

74	 ◆全国中小企業生命傷害共済協同組合連合会（中小企業共済の前身）設立

75	 ◆全国自家用自動車共済協同組合連合会（全自共の前身）設立

	 ◆�全国中小企業生命傷害共済協同組合連合会が全国中小企業共済協同組合連合会（中小企業
共済）に改称

76	 ◆労済連が全国事業統合により略称を全労済に改称

79	 ◆日本生協連が受託による共済事業を開始

1980
年代

80	 ◆全国労働者自動車共済生活協同組合連合会（自動車共済連：日本再共済連の前身）設立

81	 ◆全国大学生活協同組合連合会（全国大学生協連）が共済事業を開始

	 ◆首都圏生協連が全国生活協同組合連合会（全国生協連）に改称

82	 ◆（財）全国勤労者福祉振興協会（全労済協会の前身）設立

83	 ◆�改正水産業協同組合法の施行に伴い、全水共が全国共済水産業協同組合連合会（JＦ共水連）
に改組

84	 ◆日本生協連が元受による共済事業を開始

86	 ◇JA共済連・全労済・JＦ共水連・共済保険研究会の四者で、共済団体連携の検討

87	 ◆自動車共済連が全国労働者共済生活協同組合再共済連合会（全労済再共済連）に改組

88	 ◇JA共済連・全労済・JＦ共水連・共済保険研究会による「四者連絡協議会」が発足

89	 ◆（財）全国労働者福祉・共済協会（全労済協会の前身）設立

	 ◇共済理論研究会が発足

1990
年代

91	 ◇「四者連絡協議会」が「共済団体連絡協議会」に改称

92	 ◇�日本共済協会が会員7団体（JA共済連、JＦ共水連、全森連、全労済、全国大学生協連、日
火連、全自共）から成る社団法人として設立

	 ◇交協連が正会員加入

94	 ◇日本生協連が正会員加入

	 ◇�日本共済協会が国際協同組合保険連合（ICMIＦ）にオブザーバー会員として（現在の准会員）
加盟

95	 ◇生協全共連が正会員加入

	 ◆全国自家用自動車共済協同組合連合会が全国自動車共済協同組合連合会（全自共）に改称

1960
年代
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◆共済事業のあゆみ　◇日本共済協会のあゆみ

1990
年代

96	 ◇�全労済再共済連が正会員加入、共栄火災海上保険相互会社、（社）全国農業共済協会（NOSAI
協会）が賛助会員加入

	 ◇日本共済協会結成5周年記念事業を実施

	 ◇日本共済協会セミナー初開催

97	 ◇中小企業共済が正会員加入

99	 ◇国際業務研究会（現・業務研究会）初開催

2000
年代

00	 ◆47都道府県共済連とJA共済連が統合

02	 ◇日本共済協会結成10周年記念事業を実施

	 ◇共栄火災海上保険相互会社が賛助会員から正会員に変更

03	 ◆共栄火災海上保険相互会社が共栄火災海上保険株式会社（共栄火災）へ改組

	 ◇「共済相談所」開設

04	 ◆�（財）全国勤労者福祉振興協会が（財）全国労働者福祉・共済協会を統合し、（財）全国勤労者福
祉・共済振興協会（全労済協会）に改称

	 ◇全労済協会が正会員加入

05	 ◆改正農業協同組合法の施行（共済事業の健全性の確保等）

06	 ◆全労済再共済連が日本再共済生活協同組合連合会（日本再共済連）に改称

	 ◇全国生協連が正会員加入

07	 ◆改正中小企業等協同組合法の施行（共済事業の健全性の確保等）

	 ◆裁判外紛争解決手続の利用の促進に関する法律（ADR促進法）施行

08	 ◆改正水産業協同組合法の施行（共済事業の健全性の確保等）

	 ◆�改正消費生活協同組合法の施行（共済事業の健全性の確保、共済事業との兼業禁止、共済代
理店に関する規定の整備等）

09	 ◇�日本生協連から共済事業部門を分離し、日本コープ共済生活協同組合連合会（コープ共済連）
が設立されたことにより、日本生協連が脱退し新たにコープ共済連が正会員加入

2010
年代

10	 ◇共済相談所がADR促進法にもとづく法務大臣の認証を取得

	 ◆保険法施行

	 ◆金融ADRの充実を図る「金融商品取引法等の一部を改正する法律」施行

	 ◇全森連が脱退

	 ◇�全国大学生協連から共済事業部門を分離し、全国大学生協共済生活協同組合連合会（大学生協
共済連）が設立されたことにより、全国大学生協連が脱退し新たに大学生協共済連が正会員加入

11	 ◇「日本共済協会のあり方」を決定

12	 ◇日本共済協会結成20周年記念事業を実施
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◆共済事業のあゆみ　◇日本共済協会のあゆみ

2010
年代

13	 ◇日本共済協会が一般社団法人へ移行

	 ◆全労済協会が一般財団法人へ移行

	 ◆NOSAI協会が公益社団法人へ移行

	 ◇�防衛省職員生活協同組合（防衛省生協）、神奈川県民共済生活協同組合（神奈川県民共済）、
中小企業福祉共済協同組合連合会（中済連）の3団体が賛助会員加入

14	 ◆改正中小企業等協同組合法の施行（事業協同組合の火災共済事業の範囲拡大等）

	 ◇日本共済協会が国際協同組合同盟（ICA）に准会員として加盟

	 ◆日火連が中小企業共済を吸収合併

16	 ◆改正農業協同組合法の施行（共済契約締結時の情報提供義務・意向把握義務の導入等）

18	 ◆農業災害補償法の農業保険法への改正（農業経営収入保険事業の創設等）

	 ◆日本協同組合連携機構（JCA）の設立

	 ◇日本共済協会がJCAに第2号会員として加盟

	 ◇開業医共済協同組合（開業医共済）が賛助会員加入

19	 ◆全労済が愛称「こくみん共済 coop」を策定

2020
年代

22	 ◇日本共済協会結成30周年記念事業を実施

	 ◆�全国大学生協共済生活協同組合連合会が日本コープ共済生活協同組合連合会への共済事業の
全部譲渡および共済契約の包括移転に伴い解散

23	 ◆防衛省生協が略称を「防生協」に改称

25	 ◇「共済と保険」誌を『Web 共済と保険』にリニューアル
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3 共済に関する基本用語

■共済掛金（きょうさいかけきん）
共済契約の保障に対して、共済契約者が払い

込むお金のことをいいます。

■共済期間（きょうさいきかん）
共済者（共済団体）が共済契約者に約束する

保障の期間をいいます。

■共済金（きょうさいきん）
共済事故が発生したときに、共済者（共済団体）

が共済金受取人に支払うお金のことをいいます。

■共済金受取人（きょうさいきんうけとりにん）
共済金を受け取る人のことをいいます。

■共済金額（きょうさいきんがく）
共済契約上、共済事故が発生した場合に保障

する共済証書に記載された金額のことをいいま
す。

■共済契約者（きょうさいけいやくしゃ）
共済契約を締結し、共済契約上の権利（例えば、

契約内容変更の請求権など）を有し、義務（例
えば、共済掛金支払義務など）を負う人をいい
ます。

■共済事故（きょうさいじこ）
共済金や給付金が支払われる出来事として共

済約款に定められているもので、被共済者の死
亡、後遺障害、建物の火災などがその例です。

■共済証書（きょうさいしょうしょ）
共済金額、共済期間、共済掛金などの契約内

容を具体的に記載したものです。

■共済約款（きょうさいやっかん）
共済契約について、「共済金の支払いや契約変

更、消滅」の取決めなどを記載したものです。

■失　効（しっこう）
共済掛金の払込猶予期間を過ぎても共済掛金

の払込みがない場合に、共済契約の効力が失わ
れることをいいます。

■主契約（しゅけいやく）
共済契約の基本部分で、これだけで共済契約

として成立する部分をいいます。

■責任開始日（せきにんかいしび）
共済者（共済団体）が共済契約にもとづき保

障を開始する日をいいます。

■特　約（とくやく）
主契約の保障内容を充実させるため、主契約

に付帯し保障内容を充実させるものをいいます。
単独で契約することはできません。

■払込猶予期間（はらいこみゆうよきかん）
第２回目以降の共済掛金の払い込みについて、

猶予される期間のことをいいます。

■被共済者（ひきょうさいしゃ）
生命共済契約においては、その人の生死など

が保障の対象とされる人をいいます。損害共済
契約においては、事故によって負った損害等に
関して共済金が支払われる対象となる人をいい
ます。

■返れい金（へんれいきん）
共済契約が解約された場合などに、共済契約

者に払い戻されるお金のことをいいます。

■満　期（まんき）
共済契約の保障期間が満了する時のことをい

います。

■免　責（めんせき）
共済事故が発生していても、一定の事由によ

り、共済者（共済団体）が共済金の支払いを免
れることをいいます。

■割戻金（わりもどしきん）
毎年の決算において剰余が生じた場合に、共

済契約者に分配して支払われる（還元される）
お金をいいます。
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4 小誌の作成にご協力いただいた団体一覧
日本共済協会の正会員・賛助会員

〈正会員〉
全国共済農業協同組合連合会（JA 共済連）
全国共済水産業協同組合連合会（JF共水連）
全国労働者共済生活協同組合連合会（こくみん共済 coop）
日本再共済生活協同組合連合会（日本再共済連）
日本コープ共済生活協同組合連合会（コープ共済連）
全国生活協同組合連合会（全国生協連）
全国共済生活協同組合連合会（生協全共連）
全日本火災共済協同組合連合会（日火連）
全国トラック交通共済協同組合連合会（交協連）
全国自動車共済協同組合連合会（全自共）
一般財団法人 全国勤労者福祉・共済振興協会（全労済協会）
共栄火災海上保険株式会社（共栄火災）

〈第Ⅰ種賛助会員〉
公益社団法人 全国農業共済協会（NOSAI協会）

〈第Ⅱ種賛助会員〉
防衛省職員生活協同組合（防生協）
神奈川県民共済生活協同組合（神奈川県民共済）
中小企業福祉共済協同組合連合会（中済連）
開業医共済協同組合（開業医共済）

日本共済協会の正会員・賛助会員以外の団体

埼玉県民共済生活協同組合（埼玉県民共済）
全国電力生活協同組合連合会（全国電力生協連）
全国交通運輸産業労働者共済生活協同組合（全国交運共済）
日本郵政グループ労働者共済生活協同組合（JP共済生協）
電気通信産業労働者共済生活協同組合（電通共済生協）
教職員共済生活協同組合（教職員共済）
全国郵便局長生活協同組合（全特生協組合）
全国酒販生活協同組合（全国酒販生協）
全国たばこ販売生活協同組合（全国たばこ販売生協）
全国町村職員生活協同組合（全国町村職員生協）
生活協同組合全国都市職員災害共済会（都市生協）
警察職員生活協同組合（警生協）
生活協同組合全日本消防人共済会（全日本消防人共済会）
全国米穀販売事業共済協同組合（全米販）
日本食品衛生共済協同組合（日食共組）
公益財団法人 都道府県センター（都道府県センター）
公益社団法人 全国市有物件災害共済会（市有物件）
一般財団法人 全国自治協会（自治協会）
公益社団法人 全国公営住宅火災共済機構（全国公営住宅火災共済機構）
公益財団法人 特別区協議会（特別区協議会）
全国漁業共済組合連合会（漁済連）
日本漁船保険組合（漁船保険）
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